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１ 令和６（２０２４）年度補正予算概要

 一般会計

 ［歳 入］                                 （単位：千円）

科   目 補 正 額 説     明

(国)土木費補助金   25,280
公営住宅家賃対策補助金減              △ 3,742

公営住宅建設費補助金増                29,022

不動産売払収入 39,900 土地売払収入                     39,900

指 定 寄 付 金 60
指定寄付金                         60

 歴史的建造物保全調査事業費分              60 

雑 入 1,559 都市景観形成費補助金返還金収入             1,559

土 木 債 41,600 公営住宅建設事業債増                 41,600

［歳 出］ 

土木費                                  （単位：千円） 

科   目 補 正 額 説    明 特 定 財 源 

土 木 総 務 費 4,675 補助金等返還金           4,675 (その他) 都市景観

形成費補助金返

還金収入 

 4,675

建 築 行 政 費 △ 16,135 盛土等対策事業費減        △ 6,687

 大規模盛土造成地滑動崩落 

予測調査費減 △ 4,135 

 盛土等規制区域指定調査費減  △ 2,552 

空家等対策推進費減         △ 6,023

 空家等除却支援補助金減        △ 1,650 

 空家等改修支援補助金減       △ 2,000 

 ヤングファミリー 

住まいりんぐ支援補助金減 △ 2,373 

補助金減                         △ 3,425

 住生活環境向上事業補助金皆減  △ 3,425 

(国) 大規模盛土造

成地滑動崩落予

測調査費補助金

     △ 1,378

(国) 盛土等規制区

域指定調査費補

助金 

     △ 1,276

(国) 空き家対策総

合支援事業費補

助金 

     △ 1,825

(国) ヤングファミ

リー住まいりん

ぐ支援補助金 

         △ 2,825
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（単位：千円）

科   目 補 正 額 説    明 特 定 財 源 

都市計画総務費 △ 18,485 都市計画マスタープラン 

策定経費減  △ 1,485

立地適正化計画推進費減       △ 17,000

歩行空間再構築事業費減    △ 17,000 

(国) 都市構造再編

集中支援事業費

補助金 

      △ 12,950

(地方債) 立地適正

化計画推進事業

債 

      △ 4,100

市 街 地 再 開 発

事 業 費

△ 188,800 函館駅前東地区 

     市街地再開発事業費減 △ 188,800

 事業費補助金皆減      △ 188,800 

(国) 市街地再開発

事業費補助金 

        △ 94,400

(地方債) 市街地再

開発事業債 

     △ 94,400

住 宅 管 理 費 △ 2,255 市営住宅等改善事業費減      △ 2,255

 外壁等改修事業費減      △ 2,255 

(国) 公営住宅改善

費補助金 

            2,053

(地方債) 公営住宅

建設事業債 

        2,600

西 部 地 区

歴 史 的 町 並 み

保 全 事 業 費

△ 2,856 歴史的建造物保全・ 

活用推進事業費減   △ 2,856

 伝統的建造物群保存地区 

保存事業費減 △ 2,856 

(国) 都市景観形成

費補助金 

  △ 1,685

(道) 都市景観形成

費補助金 

        △ 600

［債務負担行為］

（変 更） （単位：千円）

事       項 
補 正 前 補 正 後 

限 度 額 限 度 額 

都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン

策 定 業 務 委 託 料
8,063 6,721
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２ 令和７（２０２５）年度予算概要

 一般会計

［歳 出］

  土木費                                  （単位：千円） 

科   目 予 算 額 説    明 特 定 財 源 

建 築 行 政 費 83,313 委員報酬                265 

 建築審査会委員                       50  

 開発審査会委員                       80 

 空家等対策協議会委員                135 

建築行政推進費               8,294 

 指定道路台帳システム割賦購入費  4,184 

  （備荒資金組合分）         

 建築確認支援システム経費     1,369 

 その他諸経費           2,741 

公共建築物等設計監理経費      16,183 

 公共建築物等維持補修 

       設計監理業務委託料  14,336 

 建築積算システム経費        448 

 その他諸経費           1,399 

盛土等対策事業費                    22,825 

 既存盛土等調査費             22,825

空家等対策推進費           25,538 

 空家対策総合支援補助金      10,000 

 ヤングファミリー 

     住まいりんぐ支援補助金  13,930 

 危険空家等管理経費         1,554 

その他諸経費             54 

補助金               10,060 

 木造住宅耐震化支援事業補助金      60 

住宅リフォーム補助金       10,000 

負担金                 148 

 全国建築審査会協議会負担金      48 

 日本建築行政会議負担金       100 

(国) 盛土等対策事

業補助金 

      11,412

(国) 空き家対策総

合支援事業費補

助金 

     5,000

(国) ヤングファミ

リー住まいりん

ぐ支援補助金 

        6,268

(国) 住宅・建築物

安全対策支援事

業費補助金 

       15

(国) 住宅リフォー

ム補助金 

     4,420

(国) 統計調査委託

  金 

               71

(道) 住宅・建築物

安全対策支援事

業費補助金 

       230

(道) 住まいのゼロ

カーボン化推進

事業補助金 

     2,475

(その他) 建築手数

料 

       19,991

(その他) 開発行為

等許可手数料 

         444
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（単位：千円）

科   目 予 算 額 説    明 特 定 財 源 

(その他) 特定空家

等緊急代執行費

用収入 

330

(その他) その他の

  雑入 

989

都市計画総務費 232,478 委員報酬                355 

 都市計画審議会委員                  130  

 都市景観審議会委員                  150 

 都市景観賞選考委員会委員             75 

都市計画マスタープラン策定経費    2,682 

（債務負担行為分 ２，６０７、 

その他） 

立地適正化計画推進費        167,300 

 歩行空間再構築事業費       141,300 

  市道公園通２号 歩道拡幅１４７ｍ 

   （別添資料参照 ７ページ） 

 店舗機能向上改修費補助金     2,000 

 住宅建築取得費補助金       24,000 

西部地区再整備事業費         4,194 

 共創のまちぐらし推進 

プロジェクト関係経費   216 

 既存ストック活性化 

プロジェクト関係経費 3,618 

 その他諸経費            360 

都市景観形成推進費           818 

 景観啓発活動経費           764 

景観アドバイス関係経費        54 

歴史的建造物等保全・活用推進事業費 44,060 

歴史的建造物保全調査事業費    2,724 

伝統的建造物群保存地区保存事業費  9,178 

西部地区都市景観形成地域 

保全事業費 15,600 

歴史的建造物活用事業費      16,000 

指定建造物等取得資金利子補給費   234 

  （債務負担行為分） 

その他諸経費             324 

建物等維持管理所要経費        3,457 

(国) 都市構造再編

集中支援事業費

補助金 

      76,800

(国) 都市景観形成

費補助金 

     12,355

(道) 土地取引届出

等事務費補助金

        101

(地方債) 立地適正

化計画推進事業

債 

        77,500

(その他) 公園使用

料 

         85

(その他) 屋外広告

  物手数料 

      7,438

(その他) 建物貸付

収入 

 588

(その他) その他の

雑入 

       410
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（単位：千円）

科   目 予 算 額 説    明 特 定 財 源 

負担金                 215 

 函館圏広域都市計画協議会負担金   165 

全国伝統的建造物群保存地区 

          協議会負担金    50 

その他所要経費            9,397 

市 街 地再 開 発

事 業 費

2,652,520 函館駅前東地区市街地再開発事業費 2,652,520 

 事業費補助金                  2,652,520

(国) 市街地再開発

  事業費補助金 

    1,326,260

(地方債) 市街地再

開発事業債 

     1,326,200

住 宅 管 理 費 1,070,884 委員報酬                75 

市営住宅入居者審査委員会       35 

住宅施策のあり方に関する 

検討委員会   40 

市営住宅等管理費          362,168 

 火災保険料            7,436 

土地賃借料            12,533 

借上市営住宅関係経費      283,140 

共同浴場運営経費                 20,222 

 その他諸経費           38,837 

市営住宅等管理委託料        471,481 

 （債務負担行為分） 

市営住宅等改善事業費        237,160 

外壁等改修事業費           150,715 

  旭岡団地３－１４号棟 

   （別添資料参照 ８ページ） 

給油設備整備事業費           65,913 

  鍛治２丁目団地７～９号棟 

   （別添資料参照 ９ページ） 

給水設備改修事業費           9,702 

   五稜郭改良団地１～２号棟、 

旭岡団地１－１号棟 

   （別添資料参照 １０～１１ページ） 

 防災警報器更新事業費          5,700 

   旭岡団地１－２６号棟ほか７棟、 

旭町団地 

   （別添資料参照 １２～１４ページ） 

(国) 公営住宅家賃

対策補助金 

       70,887

(国) 公営住宅改善

費補助金 

       91,089

(地方債) 公営住宅

建設事業債 

         111,900

(その他) 市営住宅

使用料 

    765,990

(その他) 市営住宅

  共同浴場使用料

       8,833

(その他) 市営住宅

駐車場使用料 

    28,345

(その他) 特定公共

賃貸住宅使用料

38,146

(その他) 特定公共

賃貸住宅駐車場

使用料 

     1,872
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（単位：千円）

科   目 予 算 額 説    明 特 定 財 源 

移転費              5,130 (その他) サービス

付き高齢者向け

住宅事業登録手

数料 

      127

(その他) 土地貸付

収入 

     1,401

(その他) その他の

雑入 

      779

住 宅 建 設 費 161,507 公営住宅建設費           161,507 

大川団地（公営住宅移転建替）   161,507 

  解体工事費 

（港３丁目改良団地） 146,900 

  市営住宅環境整備工事費 

（中道２丁目団地）   5,236 

 移転費、その他           9,371 

  （別添資料参照 １５ページ） 

(国) 公営住宅建設

費補助金 

     64,227

(地方債) 公営住宅

建設事業債 

           64,900

排 水 路整 備 費 5,800 排水路整備事業費            5,800 

上湯川町地区１号排水路 

（別添資料参照 １６ページ） 

(地方債) 排水路整

備事業債 

           5,800
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市道公園通２号
 位  置  図

 配  置  図

ＪＲ函館駅

函館市役所

再開発ビル
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　位　置　図

： 令和７ 年度外壁等改修事業　　

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅旭岡団地

３ -１ ４ 号棟
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　位　置　図

： 令和７ 年度給油設備整備事業　

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅鍛治２ 丁目団地

７ 号棟

８ 号棟

９ 号棟
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　位　置　図

： 令和７ 年度給水設備改修事業　

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅五稜郭改良団地

２ 号棟１ 号棟
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　位　置　図

： 令和７ 年度給水設備改修事業　

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅旭岡団地

１ -１ 号
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　位　置　図

： 令和７ 年度防災警報器更新事業

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅旭岡団地

１ -２ ８ 号棟

１ -２ ７ 号棟

１ -２ ６ 号棟
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　位　置　図

： 令和７ 年度防災警報器更新事業

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅旭岡団地

３ -１ ６ 号棟

３ -１ ４ 号棟

３ -１ ２ 号棟

３ -１ ０ 号棟

３ -１ ３ 号棟
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　位　置　図

： 令和７ 年度防災警報器更新事業　

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅旭町団地
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　位　置　図

： 令和７ 年度大川団地整備事業　

　配　置　図

： 対象住棟　

市営住宅港３ 丁目改良団地

１ 号棟

５ 号棟

２ 号棟

３ 号棟

４ 号棟
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 位 置 図

：令和７年度排水路整備事業 
 配 置 図

：整備箇所

市営住宅湯川団地

整備箇所
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３ 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理 

等に関する条例の骨子（都市建設部所管分）

(1) 改正理由 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い，関係条例の規定を整備 

するため 

(2) 改正内容（別紙「新旧対照表」参照） 

  函館市屋外広告物条例の罰則に関する規定を改める。 

(3) 施行期日 

  令和７年６月１日から施行する。 
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   函館市屋外広告物条例 新旧対照表（第１条関係） 

現   行 改 正 案 

（罰則） （罰則） 

第46条 次の各号のいずれかに該当する者は，１

年以下の懲役または50万円以下の罰金に処す

る。 

第46条 次の各号のいずれかに該当する者は，１

年以下の拘禁刑または50万円以下の罰金に処す

る。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
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４ 函館市手数料条例の一部を改正する条例の骨子

(1) 改正理由 

宅地造成等規制法の一部改正に伴い，宅地造成等工事規制区域内において 

行われる宅地造成等に係る工事の許可等に関する事務について手数料を徴収 

することとし，および規定を整備し，ならびに低炭素建築物新築等計画の認 

定等に関する事務について，住宅の用途のみに供する一の建築物を単位とし 

て行う場合等に係る手数料の額を改定し，ならびに建築物のエネルギー消費 

性能の向上等に関する法律等の一部改正に伴い，エネルギー消費性能の評価 

を国土交通大臣が定める基準の組合せにより行う場合における手数料を徴収 

することとし，および規定を整備するため 

(2) 改正内容（別紙「新旧対照表」参照） 

ア 別表第７（宅地造成等に関する工事の許可関係） 

宅地造成等規制法の一部改正に伴い，特定盛土等および土石の堆積に関 

する工事について許可手数料を定める。 

 イ 別表第１２（低炭素建築物新築等計画の認定関係） 

住宅等について，新たに仕様計算併用基準に基づく評価による認定の手 

数料を定める等の規定の整備をする。 

ウ 別表第１３（建築物エネルギー消費性能向上計画等の認定関係） 

住宅の建築物エネルギー消費性能適合性判定等について手数料を定め， 

および建築物エネルギー消費性能向上計画の認定に係る評価方法の一部が 

廃止されたことに伴い，当該手数料を削除する等の規定の整備をする。 

 (3) 施行期日 

   令和７年４月１日から施行する。 
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函館市手数料条例 新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（手数料を徴収する事務およびその金額） （手数料を徴収する事務およびその金額） 

第２条 手数料を徴収する事務の区分およびその金額は，次の各号に掲げる事務

の区分に応じ，当該各号に掲げる別表に定めるとおりとする。 

第２条 （略） 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7) 宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第55号）附則第２

条第１項または第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法に

よる改正前の宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）の規定に基づく宅地

造成に係る工事の許可に関する事務 別表第７ 

(7) 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）の規定に基づく宅

地造成等に係る工事の許可に関する事務 別表第７ 

(8)～(12) （略） (8)～(12) （略） 

(13) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）

の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確保計画に係る建築物エネルギー

消費性能適合性判定等ならびに建築物エネルギー消費性能向上計画および建

築物のエネルギー消費性能に係る認定に関する事務 別表第13 

(13) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）

の規定に基づく建築物エネルギー消費性能確保計画に係る建築物エネルギー

消費性能適合性判定等および建築物エネルギー消費性能向上計画に係る認定

に関する事務 別表第13 

(14) （略） (14) （略） 

別表第７（第２条関係） 別表第７（第２条関係） 

区分 単位 金額 

宅地造成等

規制法の一

部を改正す

る法律（以下

この表にお

いて「令和４

年改正法」と

いう。）附則

第２条第１

項の規定に

よりなお従

前の例によ

ることとさ

れる令和４

年改正法に

よる改正前

の宅地造成

等規制法（以

下この表に

おいて「令和

４年改正前

の宅地造成

等規制法」と

いう。）第８

条第１項の

規定に基づ

く宅地造成

に関する工

事の許可 

切土または盛土（以下この表におい

て「切土等」という。）をする土地

の面積が 

ア 500平方メートル以内のもの １件につき 12,000円

イ 500平方メートルを超え，1,000

平方メートル以内のもの 

１件につき 21,000円

ウ 1,000平方メートルを超え，

2,000平方メートル以内のもの 

１件につき 31,000円

エ 2,000平方メートルを超え，

5,000平方メートル以内のもの 

１件につき 47,000円

 （新設）

オ 5,000平方メートルを超え，

10,000平方メートル以内のもの 

１件につき 67,000円

カ 10,000平方メートルを超え，

20,000平方メートル以内のもの 

１件につき 110,000円

キ 20,000平方メートルを超え，

40,000平方メートル以内のもの 

１件につき 170,000円

ク 40,000平方メートルを超え，

70,000平方メートル以内のもの 

１件につき 250,000円

ケ 70,000平方メートルを超え，

100,000平方メートル以内のもの 

１件につき 340,000円

コ 100,000平方メートルを超える

もの 

１件につき 420,000円

  （新設）

令和４年改

正法附則第

２条第１項

または第２

(1) 切土等に係る設計の変更または

新たな切土等を伴うものであっ

て，当該設計の変更に係る土地と

新たな切土等に係る土地の面積の

区分 単位 金額 

宅地造成及

び特定盛土

等規制法（以

下この表に

おいて「法」

という。）第

12条第１項

の規定に基

づく宅地造

成等に関す

る工事の許

可または法

第30条第１

項の規定に

基づく特定

盛土等もし

くは土石の

堆積に関す

る工事の許

可 

(1) 切土または盛土（以下この表にお

いて「切土等」という。）をする土

地の面積が 

ア 500平方メートル以内のもの １件につき 16,000円

イ 500平方メートルを超え，1,000

平方メートル以内のもの 

１件につき 25,000円

ウ 1,000平方メートルを超え，

2,000平方メートル以内のもの 

１件につき 34,000円

エ 2,000平方メートルを超え，

3,000平方メートル以内のもの 

１件につき 48,000円

オ 3,000平方メートルを超え，

5,000平方メートル以内のもの 

１件につき 59,000円

カ 5,000平方メートルを超え，

10,000平方メートル以内のもの 

１件につき 78,000円

キ 10,000平方メートルを超え，

20,000平方メートル以内のもの 

１件につき 120,000円

ク 20,000平方メートルを超え，

40,000平方メートル以内のもの 

１件につき 180,000円

ケ 40,000平方メートルを超え，

70,000平方メートル以内のもの 

１件につき 290,000円

コ 70,000平方メートルを超え，

100,000平方メートル以内のもの 

１件につき 420,000円

サ 100,000平方メートルを超える

もの 

１件につき 540,000円

(2) 土石の堆積をする土地の面積が 

ア 500平方メートル以内のもの １件につき 12,000円

イ 500平方メートルを超え，1,000

平方メートル以内のもの 

１件につき 14,000円

ウ 1,000平方メートルを超え，

2,000平方メートル以内のもの 

１件につき 16,000円

エ 2,000平方メートルを超え，

3,000平方メートル以内のもの 

１件につき 19,000円

オ 3,000平方メートルを超え，

5,000平方メートル以内のもの 

１件につき 25,000円

カ 5,000平方メートルを超え，

10,000平方メートル以内のもの 

１件につき 28,000円

キ 10,000平方メートルを超え，

20,000平方メートル以内のもの 

１件につき 30,000円

ク 20,000平方メートルを超え，

40,000平方メートル以内のもの 

１件につき 40,000円

ケ 40,000平方メートルを超え，

70,000平方メートル以内のもの 

１件につき 60,000円

コ 70,000平方メートルを超え，

100,000平方メートル以内のもの 

１件につき 90,000円

 サ 100,000平方メートルを超える

もの 

１件につき 110,000円

法第16条第

１項の規定

に基づく宅

地造成等に

(1) 切土等に係る設計の変更または新

たな切土等を伴うものであって，当

該設計の変更に係る土地と新たな切

土等に係る土地の面積の合計が 
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項の規定に

よりなお従

前の例によ

ることとさ

れる令和４

年改正前の

宅地造成等

規制法第12

条第１項の

規定に基づ

く宅地造成

に関する工

事の計画の

変更の許可 

合計が 

ア 500平方メートル以内のもの １件につき 12,000円

イ 500平方メートルを超え，

1,000平方メートル以内のもの 

１件につき 21,000円

ウ 1,000平方メートルを超え，

2,000平方メートル以内のもの 

１件につき 31,000円

エ 2,000平方メートルを超え，

5,000平方メートル以内のもの 

１件につき 47,000円

 （新設）

オ 5,000平方メートルを超え，

10,000平方メートル以内のもの 

１件につき 67,000円

カ 10,000平方メートルを超え，

20,000平方メートル以内のもの 

１件につき 110,000円

キ 20,000平方メートルを超え，

40,000平方メートル以内のもの 

１件につき 170,000円

ク 40,000平方メートルを超え，

70,000平方メートル以内のもの 

１件につき 250,000円

ケ 70,000平方メートルを超え，

100,000平方メートル以内のもの 

１件につき 340,000円

コ 100,000平方メートルを超え

るもの 

１件につき 420,000円

(2) 前号に掲げるもの以外のもの １件につき 10,000円

 （新設）

  （新設）

関する工事

の計画の変

更の許可ま

たは法第35

条第１項の

規定に基づ

く特定盛土

等もしくは

土石の堆積

に関する工

事の計画の

変更の許可 

ア 500平方メートル以内のもの １件につき 16,000円

イ 500平方メートルを超え，1,000

平方メートル以内のもの 

１件につき 25,000円

ウ 1,000平方メートルを超え，

2,000平方メートル以内のもの 

１件につき 34,000円

エ 2,000平方メートルを超え，

3,000平方メートル以内のもの 

１件につき 48,000円

オ 3,000平方メートルを超え，

5,000平方メートル以内のもの 

１件につき 59,000円

カ 5,000平方メートルを超え，

10,000平方メートル以内のもの 

１件につき 78,000円

キ 10,000平方メートルを超え，

20,000平方メートル以内のもの 

１件につき 120,000円

ク 20,000平方メートルを超え，

40,000平方メートル以内のもの 

１件につき 180,000円

ケ 40,000平方メートルを超え，

70,000平方メートル以内のもの 

１件につき 290,000円

コ 70,000平方メートルを超え，

100,000平方メートル以内のもの 

１件につき 420,000円

サ 100,000平方メートルを超える

もの 

１件につき 540,000円

（削る）  

(2) 土石の堆積に係る設計の変更また

は新たな土石の堆積を伴うものであ

って，当該設計の変更に係る土地と

新たな土石の堆積に係る土地の面積

の合計が 

ア 500平方メートル以内のもの １件につき 12,000円

イ 500平方メートルを超え，1,000

平方メートル以内のもの 

１件につき 14,000円

ウ 1,000平方メートルを超え，

2,000平方メートル以内のもの 

１件につき 16,000円

エ 2,000平方メートルを超え，

3,000平方メートル以内のもの 

１件につき 19,000円

オ 3,000平方メートルを超え，

5,000平方メートル以内のもの 

１件につき 25,000円

カ 5,000平方メートルを超え，

10,000平方メートル以内のもの 

１件につき 28,000円

キ 10,000平方メートルを超え，

20,000平方メートル以内のもの 

１件につき 30,000円

ク 20,000平方メートルを超え，

40,000平方メートル以内のもの 

１件につき 40,000円

ケ 40,000平方メートルを超え，

70,000平方メートル以内のもの 

１件につき 60,000円

コ 70,000平方メートルを超え，

100,000平方メートル以内のもの 

１件につき 90,000円

サ 100,000平方メートルを超える

もの 

１件につき 110,000円

(3) 前２号に掲げるもの以外のもの １件につき 11,000円
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別表第12（第２条関係） 別表第12（第２条関係） 

区分 単位 金額 

１ 都市

の低炭

素化の

促進に

関する

法律

（以下

この表

におい

て「法」

とい

う。）

第53条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素建築

物新築

等計画

の認定

（法第

54条第

２項の

規定に

よる申

出がな

い場合

に限

る。） 

(1) 次に掲

げる認定

の申請に

係る建築

物または

建築物の

部分の区

分に応

じ，それ

ぞれ次に

定める者

による認

定に係る

技術的審

査（以下

この表に

おいて

「評価機

関審査」

という。）

を受けて

いないも

の 

ア 住宅

の用途

のみに

供する

建築物

または

住宅以

外の用

途に供

する一

の建築

物（住

宅の用

途に供

する部

分があ

るもの

に限

る。以

下この

表にお

いて「 

 複合建

築物」

とい

う。）

の住宅

部分（ 

 建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上等に

関する

法律第

11条第

１項に

規定す

る住宅

部分を

いう。

以下こ

の表に

おいて

同じ。） 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした認定

（建築物エネ

ルギー消費性

能基準等を定

める省令（平

成28年経済産

業省令・国土

交通省令第１

号。以下この

表において

「基準省令」

という。）第

10条第２号イ

(1)および同

号ロ(1)に定

める基準（以

下この表にお

いて「性能基

準」という。）

による評価方

法によるもの

に限る。）（以

下この表にお

いて「住宅単

位性能基準認

定」という。）

または複合建

築物の住宅部

分を単位とし

た認定（性能

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物住宅

部分単位性能

基準認定」と

いう。） 

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分（共同住宅の用

途に供する部分のうち，住戸の部

分以外の部分をいう。以下この表

において同じ。）がない建築物に

係る認定の申請の場合にあって

は，次のアに掲げる額。以下この

表において「評価機関未審査住宅

性能基準手数料額」という。） 

ア 次に掲げる認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の

区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

36,000円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 70,000円 

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 97,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 136,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 194,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 270,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

以下のとき 370,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 490,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 570,000円 

イ 次に掲げる認定の申請に係る

一の建築物の共用部分の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれ

次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 108,000

円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 177,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 275,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

353,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

422,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

490,000円 

（新設）

区分 単位 金額 

１ 都市

の低炭

素化の

促進に

関する

法律

（以下

この表

におい

て「法」

とい

う。）

第53条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素建築

物新築

等計画

の認定

（法第

54条第

２項の

規定に

よる申

出がな

い場合

に限

る。） 

(1) 次に掲

げる認定

の申請に

係る建築

物または

建築物の

部分の区

分に応

じ，それ

ぞれ次に

定める者

による認

定に係る

技術的審

査（以下

この表に

おいて

「評価機

関審査」

という。）

を受けて

いないも

の 

ア 住宅

の用途

のみに

供する

建築物

または

住宅以

外の用

途に供

する一

の建築

物（住

宅の用

途に供

する部

分があ

るもの

に限

る。以

下この

表にお

いて「 

 複合建

築物」

とい

う。）

の住宅

部分（ 

 建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

（平成

28年経

済産業

省令・

国土交

通省令

第１

号。以

下この

表にお

いて「 

 基準省

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした認定

（基準省令第

10条第２号イ

(1)および同

号ロ(1)に定

める基準（以

下この表にお

いて「性能基

準」という。）

による評価方

法によるもの

に限る。）（以

下この表にお

いて「住宅単

位性能基準認

定」という。）

または複合建

築物の住宅部

分を単位とし

た認定（性能

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物住宅

部分単位性能

基準認定」と

いう。） 

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分（共同住宅の用

途に供する部分のうち，住戸の部

分以外の部分をいう。以下この表

において同じ。）がない建築物に

係る認定の申請の場合にあって

は，次のアに掲げる額。以下この

表において「評価機関未審査住宅

性能基準手数料額」という。） 

ア 次に掲げる認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の

区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

36,000円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 68,000円 

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 94,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 131,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 186,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 265,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

以下のとき 358,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 468,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 549,000円 

イ 次に掲げる認定の申請に係る

一の建築物の共用部分の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれ

次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 105,000

円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 171,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 265,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

339,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

404,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

470,000円 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした認定

（基準省令第

10条第２号イ

(1)および同

号ロ(2)また

は同号イ(2)

および同号ロ

(1)に定める

基準（以下こ

の表において

「仕様計算併

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

住宅仕様計算併用基準手数料額」

という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

28,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様計算併用

基準認定の申請の場合にあって

は，当該建築物の住宅部分）の

床面積（当該建築物の共用部分
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  登録

住宅性

能評価

機関

（住宅

の品質

確保の

促進等

に関す

る法律

第５条

第１項

に規定

する登

録住宅

性能評

価機関

をい

う。ウ

におい

て同

じ。） 

イ 住宅

以外の

用途の

みに供

する一

の建築

物また

は複合

建築物

の非住

宅部分

（建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上等

に関す

る法律

第11条

第１項

に規定

する非

住宅部

分をい

う。以

下この

表にお

いて同

じ。） 

  登録

建築物

エネル

ギー消

費性能

判定機

関（同

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした認定

（基準省令第

10条第２号イ

(2)および同

号ロ(2)に定

める基準（以

下この表にお

いて「仕様基

準」という。）

による評価方

法によるもの

に限る。）（以

下この表にお

いて「住宅単

位仕様基準認

定」という。）

または複合建

築物の住宅部

分を単位とし

た認定（仕様

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物住宅

部分単位仕様

基準認定」と

いう。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

住宅仕様基準手数料額」という。）

ア 住戸の戸数が１のとき 

19,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準認定

の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 33,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 55,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 97,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

145,000円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

認定（基準省

令第10条第１

号イ(1)およ

び同号ロ(1)

に定める基準

（以下この表

において「標

準入力法等」

という。）に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

非住宅標準入力法等手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 239,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 296,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

令」と

いう。）

第１条

第２項

に規定

する住

宅部分

をい

う。以

下この

表にお

いて同

じ。） 

  登録

住宅性

能評価

機関

（住宅

の品質

確保の

促進等

に関す

る法律

第５条

第１項

に規定

する登

録住宅

性能評

価機関

をい

う。ウ

におい

て同

じ。） 

イ 住宅

以外の

用途の

みに供

する一

の建築

物また

は複合

建築物

の非住

宅部分

（基準

省令第

１条第

１項第

１号に

規定す

る非住

宅部分

をい

う。以

下この

表にお

いて同

じ。） 

  登録

建築物

エネル

ギー消

費性能

判定機

関（建

用基準」とい

う。）による

評価方法によ

るものに限

る。）(以下こ

の表において

「住宅単位仕

様計算併用基

準認定」とい

う。)または複

合建築物の住

宅部分を単位

とした認定

（仕様計算併

用基準による

評価方法によ

るものに限

る。)(以下こ

の表において

「複合建築物

住宅部分単位

仕様計算併用

基準認定」と

いう。) 

の床面積を除く。）の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 51,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 84,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 143,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

207,000円 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした認定

（基準省令第

10条第２号イ

(2)および同

号ロ(2)に定

める基準（以

下この表にお

いて「仕様基

準」という。）

による評価方

法によるもの

に限る。）（以

下この表にお

いて「住宅単

位仕様基準認

定」という。）

または複合建

築物の住宅部

分を単位とし

た認定（仕様

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物住宅

部分単位仕様

基準認定」と

いう。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

住宅仕様基準手数料額」という。）

ア 住戸の戸数が１のとき 

20,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準認定

の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 35,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 57,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 100,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

149,000円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

認定（基準省

令第10条第１

号イ(1)およ

び同号ロ(1)

に定める基準

（以下この表

において「標

準入力法等」

という。）に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

非住宅標準入力法等手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 228,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 282,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート
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法第15

条第１

項に規

定する

登録建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能判

定機関

をい

う。ウ

におい

て同

じ。） 

ウ 複合

建築物 

  登録

住宅性

能評価

機関お

よび登

録建築

物エネ

ルギー

消費性

能判定

機関 

下この表にお

いて「非住宅

建築物単位標

準入力法等認

定」という。）

または複合建

築物の非住宅

部分を単位と

した認定（標

準入力法等に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等認定」

という。） 

ル以下のとき 379,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 538,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 659,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 776,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 880,000

円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

認定（基準省

令第10条第１

号イ(2)およ

び同号ロ(2)

に定める基準

（以下この表

において「モ

デル建物法」

という。）に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「非住宅

建築物単位モ

デル建物法認

定」という。）

または複合建

築物の非住宅

部分を単位と

した認定（モ

デル建物法に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

非住宅モデル建物法手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 98,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 122,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 156,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 249,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 321,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 383,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 440,000

円 

複合建築物を

単位とした認

定（標準入力

法等による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物単位

標準入力法等

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅標準入力法

等手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様基準認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関未審査住宅

仕様基準手数料額とを合算した額

（以下この表において「評価機関

未審査複合建築物標準入力法等手

築物の

エネル

ギー消

費性能

の向上

等に関

する法

律第14

条第１

項に規

定する

登録建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能判

定機関

をい

う。ウ

におい

て同

じ。） 

ウ 複合

建築物 

  登録

住宅性

能評価

機関お

よび登

録建築

物エネ

ルギー

消費性

能判定

機関 

下この表にお

いて「非住宅

建築物単位標

準入力法等認

定」という。）

または複合建

築物の非住宅

部分を単位と

した認定（標

準入力法等に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等認定」

という。） 

ル以下のとき 361,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 512,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 627,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 738,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 842,000

円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

認定（基準省

令第10条第１

号イ(2)およ

び同号ロ(2)

に定める基準

（以下この表

において「モ

デル建物法」

という。）に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「非住宅

建築物単位モ

デル建物法認

定」という。）

または複合建

築物の非住宅

部分を単位と

した認定（モ

デル建物法に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査

非住宅モデル建物法手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 94,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 116,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 150,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 237,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 306,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 365,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 427,000

円 

複合建築物を

単位とした認

定（標準入力

法等による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物単位

標準入力法等

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅標準入力法

等手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様計算併用基準認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を除

く。）により算定した評価機関未

審査住宅仕様計算併用基準手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位

仕様基準認定の申請の場合にあっ
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数料額」という。） 

複合建築物を

単位とした認

定（モデル建

物法による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物単位

モデル建物法

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅モデル建物

法手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様基準認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関未審査住宅

仕様基準手数料額とを合算した額

（以下この表において「評価機関

未審査複合建築物モデル建物法手

数料額」という。） 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

性能基準認定 

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分がない建築物に

係る認定の申請の場合にあって

は，次のアに掲げる額。以下この

表において「評価機関審査済住宅

性能基準手数料額」という。） 

ア 次に掲げる認定の申請に係る

一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

7,000円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 12,000円 

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 18,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 29,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 46,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 80,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

以下のとき 120,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 150,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 170,000円 

イ 次に掲げる認定の申請に係る

一の建築物の共用部分の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれ

次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 28,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関未審査住宅仕様基準

手数料額とを合算した額（以下こ

の表において「評価機関未審査複

合建築物標準入力法等手数料額」

という。） 

複合建築物を

単位とした認

定（モデル建

物法による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物単位

モデル建物法

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅モデル建物

法手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様計算併用基準認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を除

く。）により算定した評価機関未

審査住宅仕様計算併用基準手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位

仕様基準認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関未審査住宅仕様基準

手数料額とを合算した額（以下こ

の表において「評価機関未審査複

合建築物モデル建物法手数料額」

という。） 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

性能基準認定 

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分がない建築物に

係る認定の申請の場合にあって

は，次のアに掲げる額。以下この

表において「評価機関審査済住宅

性能基準手数料額」という。） 

ア 次に掲げる認定の申請に係る

一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

8,900円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 13,000円 

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 19,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 29,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 46,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 79,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

以下のとき 122,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 153,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 163,000円 

イ 次に掲げる認定の申請に係る

一の建築物の共用部分の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれ

次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 29,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ
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ートル以下のとき 80,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

126,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

158,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

190,000円 

（新設）

住宅単位仕様

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関審査済

住宅仕様基準手数料額」という。）

ア 住戸の戸数が１のとき 

7,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準認定

の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 21,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 44,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

76,000円 

非住宅建築物

単位標準入力

法等認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位標準入力法

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

ートル以下のとき 79,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

122,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

153,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

191,000円 

住宅単位仕様

計算併用基準

認定または複

合建築物住宅

部分単位仕様

計算併用基準

認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関審査済

住宅仕様計算併用基準手数料額」

という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

8,900円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様計算併用

基準認定の申請の場合にあって

は，当該建築物の住宅部分）の

床面積（当該建築物の共用部分

の床面積を除く。）の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

79,000円 

住宅単位仕様

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関審査済

住宅仕様基準手数料額」という。）

ア 住戸の戸数が１のとき 

8,900円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準認定

の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

79,000円 

非住宅建築物

単位標準入力

法等認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位標準入力法

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下
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等認定 この表において「評価機関審査済

非住宅標準入力法等手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 30,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 82,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 128,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 160,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 192,000

円 

非住宅建築物

単位モデル建

物法認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関審査済

非住宅モデル建物法手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 30,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 82,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 128,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 160,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 192,000

円 

複合建築物単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅標準入力法

等手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様基準認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関審査済住宅

仕様基準手数料額とを合算した額

（以下この表において「評価機関

審査済複合建築物標準入力法等手

数料額」という。） 

等認定 この表において「評価機関審査済

非住宅標準入力法等手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000

円 

非住宅建築物

単位モデル建

物法認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の非住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関審査済

非住宅モデル建物法手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000

円 

複合建築物単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅標準入力法

等手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様計算併用基準認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を除

く。）により算定した評価機関審

査済住宅仕様計算併用基準手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位

仕様基準認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部
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複合建築物単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅モデル建物

法手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様基準認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関審査済住宅

仕様基準手数料額とを合算した額

（以下この表において「評価機関

審査済複合建築物モデル建物法手

数料額」という。） 

２ 法第

53条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

建築物

新築等

計画の

認定（ 

 法第54

条第２

項の規

定によ

る申出

がある

場合に

限る。） 

(1) 評価機

関審査を

受けてい

ないもの 

住宅単位性能

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

性能基準認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物につ

いて函館市建築基準条例第60条の

12第１項および第２項の規定によ

り確認の申請１件につき納付すべ

き手数料として算定される額に相

当する額（当該認定の申請に係る

計画に，同条第１項に規定する昇

降機に係る部分が含まれている場

合にあっては，当該昇降機１基に

つき同項の規定により算定される

加算額に相当する額を加算した

額）（以下この表において「確認

申請手数料相当額」という。）と

評価機関未審査住宅性能基準手数

料額とを合算した額 

（新設）

住宅単位仕様

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様基準手数料額とを

合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅標準入力法等手数料

額とを合算した額 

非住宅建築物

単位モデル建

物法認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位モデル建物

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅モデル建物法手数料

額とを合算した額 

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関審査済住宅仕様基準

手数料額とを合算した額（以下こ

の表において「評価機関審査済複

合建築物標準入力法等手数料額」

という。） 

複合建築物単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅モデル建物

法手数料額と，住宅部分について

の申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および共用部分の床面積により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位仕様計算併用基準認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を除

く。）により算定した評価機関審

査済住宅仕様計算併用基準手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位

仕様基準認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関審査済住宅仕様基準

手数料額とを合算した額（以下こ

の表において「評価機関審査済複

合建築物モデル建物法手数料額」

という。） 

２ 法第

53条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

建築物

新築等

計画の

認定（ 

 法第54

条第２

項の規

定によ

る申出

がある

場合に

限る。） 

(1) 評価機

関審査を

受けてい

ないもの 

住宅単位性能

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

性能基準認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物につ

いて函館市建築基準条例第60条の

12第１項および第２項の規定によ

り確認の申請１件につき納付すべ

き手数料として算定される額に相

当する額（当該認定の申請に係る

計画に，同条第１項に規定する昇

降機に係る部分が含まれている場

合にあっては，当該昇降機１基に

つき同項の規定により算定される

加算額に相当する額を加算した

額）（以下この表において「確認

申請手数料相当額」という。）と

評価機関未審査住宅性能基準手数

料額とを合算した額 

住宅単位仕様

計算併用基準

認定または複

合建築物住宅

部分単位仕様

計算併用基準

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様計算併用基準手数

料額とを合算した額 

住宅単位仕様

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様基準手数料額とを

合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅標準入力法等手数料

額とを合算した額 

非住宅建築物

単位モデル建

物法認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位モデル建物

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅モデル建物法手数料

額とを合算した額 
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法認定 

複合建築物単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物標準入力法等手

数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物モデル建物法手

数料額とを合算した額 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

性能基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅性能基準手数料額とを

合算した額 

（新設）

住宅単位仕様

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様基準手数料額とを

合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅標準入力法等手数料

額とを合算した額 

非住宅建築物

単位モデル建

物法認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅モデル建物法手数料

額とを合算した額 

複合建築物単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物標準入力法等手

数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物モデル建物法手

数料額とを合算した額 

３ 法第

55条第

１項の

規定に

基づく

認定を

受けた

低炭素

建築物

新築等

計画の

変更の

認定

（同条

第２項

におい

て準用

する法

第54条

第２項

の規定

による

申出が

ない場

(1) 評価機

関審査を

受けてい

ないもの 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした変更

の認定（性能

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「住

宅単位性能基

準変更認定」

という。）ま

たは複合建築

物の住宅部分

を単位とした

変更の認定

（性能基準に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物住宅部分

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分がない建築物に

係る変更の認定の申請の場合にあ

っては，次のアに掲げる額。以下

この表において「評価機関未審査

住宅性能基準変更手数料額」とい

う。） 

ア 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

21,000円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 41,000円 

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 58,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 82,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 120,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 170,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

法認定 

複合建築物単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物標準入力法等手

数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物モデル建物法手

数料額とを合算した額 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

性能基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅性能基準手数料額とを

合算した額 

住宅単位仕様

計算併用基準

認定または複

合建築物住宅

部分単位仕様

計算併用基準

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様計算併用基準手数

料額とを合算した額 

住宅単位仕様

基準認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様基準手数料額とを

合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅標準入力法等手数料

額とを合算した額 

非住宅建築物

単位モデル建

物法認定また

は複合建築物

非住宅部分単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅モデル建物法手数料

額とを合算した額 

複合建築物単

位標準入力法

等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物標準入力法等手

数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物モデル建物法手

数料額とを合算した額 

３ 法第

55条第

１項の

規定に

基づく

認定を

受けた

低炭素

建築物

新築等

計画の

変更の

認定

（同条

第２項

におい

て準用

する法

第54条

第２項

の規定

による

申出が

ない場

(1) 評価機

関審査を

受けてい

ないもの 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした変更

の認定（性能

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「住

宅単位性能基

準変更認定」

という。）ま

たは複合建築

物の住宅部分

を単位とした

変更の認定

（性能基準に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物住宅部分

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分がない建築物に

係る変更の認定の申請の場合にあ

っては，次のアに掲げる額。以下

この表において「評価機関未審査

住宅性能基準変更手数料額」とい

う。） 

ア 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

22,000円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 40,000円 

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 57,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 80,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 116,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 172,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200
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合に限

り，建

築物の

新築等

に関す

る工事

の着手

予定時

期また

は完了

予定時

期のみ

の変更

の認定

を申請

する場

合を除

く。） 

単位性能基準

変更認定」と

いう。） 

以下のとき 250,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 320,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 370,000円 

イ 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の共用部分の

床面積の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 59,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 102,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 178,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

239,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

290,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

340,000円 

（新設）

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした変更

の認定（仕様

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「住

宅単位仕様基

準変更認定」

という。）ま

たは複合建築

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審

査住宅仕様基準変更手数料額」と

いう。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

13,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準変更

認定の申請の場合にあっては，

当該建築物の住宅部分）の床面

積（当該建築物の共用部分の床

合に限

り，建

築物の

新築等

に関す

る工事

の着手

予定時

期また

は完了

予定時

期のみ

の変更

の認定

を申請

する場

合を除

く。） 

単位性能基準

変更認定」と

いう。） 

以下のとき 240,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 311,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 356,000円 

イ 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の共用部分の

床面積の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 59,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 100,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 172,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

231,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

279,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

330,000円 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした変更

の認定（仕様

計算併用基準

による評価方

法によるもの

に限る。）（以

下この表にお

いて「住宅単

位仕様計算併

用基準変更認

定」という。）

または複合建

築物の住宅部

分を単位とし

た変更の認定

（仕様計算併

用基準による

評価方法によ

るものに限

る。）（以下

この表におい

て「複合建築

物住宅部分単

位仕様計算併

用基準変更認

定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審

査住宅仕様計算併用基準変更手数

料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

18,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様計算併用

基準変更認定の申請の場合にあ

っては，当該建築物の住宅部分）

の床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 32,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 53,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 94,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

143,000円 

住宅の用途の

みに供する一

の建築物を単

位とした変更

の認定（仕様

基準による評

価方法による

ものに限る。）

（以下この表

において「住

宅単位仕様基

準変更認定」

という。）ま

たは複合建築

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審

査住宅仕様基準変更手数料額」と

いう。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

14,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準変更

認定の申請の場合にあっては，

当該建築物の住宅部分）の床面

積（当該建築物の共用部分の床
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物の住宅部分

を単位とした

変更の認定

（仕様基準に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物住宅部分

単位仕様基準

変更認定」と

いう。） 

面積を除く。）の合計の区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 22,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 38,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 70,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

111,000円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

変更の認定

（標準入力法

等による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「非

住宅建築物単

位標準入力法

等変更認定」

という。）ま

たは複合建築

物の非住宅部

分を単位とし

た変更の認定

（標準入力法

等による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物非住

宅部分単位標

準入力法等変

更認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位標準入力法等変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関未審査非住宅標準入力法等変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 126,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 158,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 204,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 311,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 393,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 468,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 530,000

円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

変更の認定

（モデル建物

法による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「非

住宅建築物単

位モデル建物

法変更認定」

という。）ま

たは複合建築

物の非住宅部

分を単位とし

た変更の認定

（モデル建物

法による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物非住

宅部分単位モ

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位モデル建物法変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関未審査非住宅モデル建物法変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 55,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 71,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 93,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 165,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 225,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 272,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

物の住宅部分

を単位とした

変更の認定

（仕様基準に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物住宅部分

単位仕様基準

変更認定」と

いう。） 

面積を除く。）の合計の区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 24,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 40,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 73,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

114,000円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

変更の認定

（標準入力法

等による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「非

住宅建築物単

位標準入力法

等変更認定」

という。）ま

たは複合建築

物の非住宅部

分を単位とし

た変更の認定

（標準入力法

等による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物非住

宅部分単位標

準入力法等変

更認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位標準入力法等変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関未審査非住宅標準入力法等変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 120,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 151,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 195,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 295,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 375,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 446,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 516,000

円 

住宅以外の用

途のみに供す

る一の建築物

を単位とした

変更の認定

（モデル建物

法による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「非

住宅建築物単

位モデル建物

法変更認定」

という。）ま

たは複合建築

物の非住宅部

分を単位とし

た変更の認定

（モデル建物

法による評価

方法によるも

のに限る。）

（以下この表

において「複

合建築物非住

宅部分単位モ

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位モデル建物法変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関未審査非住宅モデル建物法変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 53,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 68,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 89,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 158,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 214,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 259,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ
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デル建物法変

更認定」とい

う。） 

ートルを超えるとき 320,000

円 

複合建築物を

単位とした変

更の認定（標

準入力法等に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物単位標準

入力法等変更

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅標準

入力法等変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関未

審査住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関未審査住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関未審

査複合建築物標準入力法等変更手

数料額」という。） 

複合建築物を

単位とした変

更の認定（モ

デル建物法に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物単位モデ

ル建物法変更

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅モデ

ル建物法変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関未

審査住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関未審査住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関未審

査複合建築物モデル建物法変更手

数料額」という。） 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位性能基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分がない建築物に

係る変更の認定の申請の場合にあ

っては，次のアに掲げる額。以下

この表において「評価機関審査済

住宅性能基準変更手数料額」とい

う。） 

ア 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

7,000円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 12,000円 

デル建物法変

更認定」とい

う。） 

ートルを超えるとき 309,000

円 

複合建築物を

単位とした変

更の認定（標

準入力法等に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物単位標準

入力法等変更

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅標準

入力法等変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関未

審査住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

計算併用基準変更認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関未審査住宅

仕様計算併用基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関未審査住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関未審

査複合建築物標準入力法等変更手

数料額」という。） 

複合建築物を

単位とした変

更の認定（モ

デル建物法に

よる評価方法

によるものに

限る。）（以

下この表にお

いて「複合建

築物単位モデ

ル建物法変更

認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅モデ

ル建物法変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関未

審査住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

計算併用基準変更認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関未審査住宅

仕様計算併用基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関未審査住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関未審

査複合建築物モデル建物法変更手

数料額」という。） 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位性能基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

次のアおよびイに掲げる額を合算

した額（共用部分がない建築物に

係る変更の認定の申請の場合にあ

っては，次のアに掲げる額。以下

この表において「評価機関審査済

住宅性能基準変更手数料額」とい

う。） 

ア 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

(ｱ) 住戸の戸数が１のとき 

8,900円 

(ｲ) 住戸の戸数が２以上５以

下のとき 13,000円 
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(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 18,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 29,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 46,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 80,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

以下のとき 120,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 150,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 170,000円 

イ 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の共用部分の

床面積の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 28,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 80,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

126,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

158,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

190,000円 

（新設）

住宅単位仕様

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査

(ｳ) 住戸の戸数が６以上10以

下のとき 19,000円 

(ｴ) 住戸の戸数が11以上25以

下のとき 29,000円 

(ｵ) 住戸の戸数が26以上50以

下のとき 46,000円 

(ｶ) 住戸の戸数が51以上100以

下のとき 79,000円 

(ｷ) 住戸の戸数が101以上200

以下のとき 122,000円 

(ｸ) 住戸の戸数が201以上300

以下のとき 153,000円 

(ｹ) 住戸の戸数が301以上のと

き 163,000円 

イ 次に掲げる変更の認定の申請

に係る一の建築物の共用部分の

床面積の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 29,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 79,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超え，10,000平方

メートル以下のとき 

122,000円 

(ｵ) 床面積の合計が10,000平

方メートルを超え，25,000平

方メートル以下のとき 

153,000円 

(ｶ) 床面積の合計が25,000平

方メートルを超えるとき 

191,000円 

住宅単位仕様

計算併用基準

変更認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様計算併用

基準変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査

済住宅仕様計算併用基準変更手数

料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

12,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様計算併用

基準変更認定の申請の場合にあ

っては，当該建築物の住宅部分）

の床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 17,000

円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メ

ートル以下のとき 28,000

円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方

メートル以下のとき 

54,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

88,000円 

住宅単位仕様

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査
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単位仕様基準

変更認定 

済住宅仕様基準変更手数料額」と

いう。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

7,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準変更

認定の申請の場合にあっては，

当該建築物の住宅部分）の床面

積（当該建築物の共用部分の床

面積を除く。）の合計の区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 21,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 44,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

76,000円 

非住宅建築物

単位標準入力

法等変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位標準入力法等変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関審査済非住宅標準入力法等変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 30,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 82,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 128,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 160,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 192,000

円 

非住宅建築物

単位モデル建

物法変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位モデル建物法変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関審査済非住宅モデル建物法変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 30,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 82,000円 

単位仕様基準

変更認定 

済住宅仕様基準変更手数料額」と

いう。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

8,900円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様基準変更

認定の申請の場合にあっては，

当該建築物の住宅部分）の床面

積（当該建築物の共用部分の床

面積を除く。）の合計の区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

79,000円 

非住宅建築物

単位標準入力

法等変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位標準入力法等変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関審査済非住宅標準入力法等変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000

円 

非住宅建築物

単位モデル建

物法変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅

部分単位モデル建物法変更認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の非住宅部分）の床面積の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価

機関審査済非住宅モデル建物法変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メー

トル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メー

トルを超え，1,000平方メートル

以下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メ

ートルを超え，2,000平方メート

ル以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え，5,000平方メート

ル以下のとき 79,000円 
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オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 128,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 160,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 192,000

円 

複合建築物単

位標準入力法

等変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅標準

入力法等変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関審

査済住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関審査済住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関審査

済複合建築物標準入力法等変更手

数料額」という。） 

複合建築物単

位モデル建物

法変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅モデ

ル建物法変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関審

査済住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関審査済住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関審査

済複合建築物モデル建物法変更手

数料額」という。） 

４ 法第

55条第

１項の

規定に

基づく

認定を

受けた

低炭素

建築物

(1) 評価機

関審査を

受けてい

ないもの 

住宅単位性能

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位性能基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物について函館市建築基準条例第

60条の12第１項および第２項の規

定により確認の申請１件につき納

付すべき手数料として算定される

額に相当する額（当該変更の認定

の申請に係る計画に，同条第１項

に規定する昇降機に係る部分が含

まれている場合にあっては，当該

オ 床面積の合計が5,000平方メ

ートルを超え，10,000平方メー

トル以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メー

トル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000

円 

複合建築物単

位標準入力法

等変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅標準

入力法等変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関審

査済住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

計算併用基準変更認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関審査済住宅

仕様計算併用基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関審査済住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関審査

済複合建築物標準入力法等変更手

数料額」という。） 

複合建築物単

位モデル建物

法変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅モデ

ル建物法変更手数料額と，住宅部

分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定の

申請の場合にあっては当該住宅部

分の住戸の戸数および共用部分の

床面積により算定した評価機関審

査済住宅性能基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

計算併用基準変更認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の住戸

の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）に

より算定した評価機関審査済住宅

仕様計算併用基準変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様

基準変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定

した評価機関審査済住宅仕様基準

変更手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関審査

済複合建築物モデル建物法変更手

数料額」という。） 

４ 法第

55条第

１項の

規定に

基づく

認定を

受けた

低炭素

建築物

(1) 評価機

関審査を

受けてい

ないもの 

住宅単位性能

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位性能基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物について函館市建築基準条例第

60条の12第１項および第２項の規

定により確認の申請１件につき納

付すべき手数料として算定される

額に相当する額（当該変更の認定

の申請に係る計画に，同条第１項

に規定する昇降機に係る部分が含

まれている場合にあっては，当該
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新築等

計画の

変更の

認定

（同条

第２項

におい

て準用

する法

第54条

第２項

の規定

による

申出が

ある場

合に限

り，建

築物の

新築等

に関す

る工事

の着手

予定時

期また

は完了

予定時

期のみ

の変更

の認定

を申請

する場

合を除

く。） 

昇降機１基につき同項の規定によ

り算定される加算額に相当する額

を加算した額）（以下この表にお

いて「確認申請変更手数料相当額」

という。）と評価機関未審査住宅

性能基準変更手数料額とを合算し

た額 

（新設）

住宅単位仕様

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位仕様基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様基準変更手数

料額とを合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅標準入力法等変

更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物

単位モデル建

物法変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅モデル建物法変

更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位標準入力法

等変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物標準入力法

等変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物モデル建物

法変更手数料額とを合算した額 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位性能基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅性能基準変更手数

料額とを合算した額 

（新設）

住宅単位仕様

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位仕様基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様基準変更手数

料額とを合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済非住宅標準入力法等変

更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物 申請 確認申請変更手数料相当額と評価

新築等

計画の

変更の

認定

（同条

第２項

におい

て準用

する法

第54条

第２項

の規定

による

申出が

ある場

合に限

り，建

築物の

新築等

に関す

る工事

の着手

予定時

期また

は完了

予定時

期のみ

の変更

の認定

を申請

する場

合を除

く。） 

昇降機１基につき同項の規定によ

り算定される加算額に相当する額

を加算した額）（以下この表にお

いて「確認申請変更手数料相当額」

という。）と評価機関未審査住宅

性能基準変更手数料額とを合算し

た額 

住宅単位仕様

計算併用基準

変更認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様計算併用

基準変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様計算併用基準

変更手数料額とを合算した額 

住宅単位仕様

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位仕様基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様基準変更手数

料額とを合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅標準入力法等変

更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物

単位モデル建

物法変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅モデル建物法変

更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位標準入力法

等変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物標準入力法

等変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物モデル建物

法変更手数料額とを合算した額 

(2) 評価機

関審査を

受けたも

の 

住宅単位性能

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位性能基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅性能基準変更手数

料額とを合算した額 

住宅単位仕様

計算併用基準

変更認定また

は複合建築物

住宅部分単位

仕様計算併用

基準変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様計算併用基準

変更手数料額とを合算した額 

住宅単位仕様

基準変更認定

または複合建

築物住宅部分

単位仕様基準

変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様基準変更手数

料額とを合算した額 

非住宅建築物

単位標準入力

法等変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位標準入

力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済非住宅標準入力法等変

更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物 申請 確認申請変更手数料相当額と評価
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単位モデル建

物法変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法変更認

定 

１件

につ

き 

機関審査済非住宅モデル建物法変

更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位標準入力法

等変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物標準入力法

等変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物モデル建物

法変更手数料額とを合算した額 

５ 法第55条第１項の規定に基づく認

定を受けた低炭素建築物新築等計画

の変更の認定（建築物の新築等に関

する工事の着手予定時期または完了

予定時期のみの変更の認定を申請す

る場合に限る。） 

申請

１件

につ

き 

1,000円 

単位モデル建

物法変更認定

または複合建

築物非住宅部

分単位モデル

建物法変更認

定 

１件

につ

き 

機関審査済非住宅モデル建物法変

更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位標準入力法

等変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物標準入力法

等変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単

位モデル建物

法変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物モデル建物

法変更手数料額とを合算した額 

５ 法第55条第１項の規定に基づく認

定を受けた低炭素建築物新築等計画

の変更の認定（建築物の新築等に関

する工事の着手予定時期または完了

予定時期のみの変更の認定を申請す

る場合に限る。） 

申請

１件

につ

き 

1,300円 

備 考 備 考 

１ 同一の建築物に係る認定の申請があった場合において，当該申請がこ

の表の１(1)の項，１(2)の項，２(1)の項または２(2)の項のそれぞれの

項における複合建築物単位標準入力法等認定と，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準認定または複

合建築物非住宅部分単位標準入力法等認定とを併せてするものであると

きの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項における複合建築

物単位標準入力法等認定の申請に係る手数料の額に相当する額とする。 

１ 同一の建築物に係る認定の申請があった場合において，当該申請がこ

の表の１(1)の項，１(2)の項，２(1)の項または２(2)の項のそれぞれの

項における複合建築物単位標準入力法等認定と，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定，複合建築物住宅部分単位仕様計算併用基準認定もしく

は複合建築物住宅部分単位仕様基準認定または複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等認定とを併せてするものであるときの当該申請に係る手

数料の額は，当該それぞれの項における複合建築物単位標準入力法等認

定の申請に係る手数料の額に相当する額とする。 

２ 同一の建築物に係る認定の申請があった場合において，当該申請がこ

の表の１(1)の項，１(2)の項，２(1)の項または２(2)の項のそれぞれの

項における複合建築物単位モデル建物法認定と，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準認定または複

合建築物非住宅部分単位モデル建物法認定とを併せてするものであると

きの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項における複合建築

物単位モデル建物法認定の申請に係る手数料の額に相当する額とする。 

２ 同一の建築物に係る認定の申請があった場合において，当該申請がこ

の表の１(1)の項，１(2)の項，２(1)の項または２(2)の項のそれぞれの

項における複合建築物単位モデル建物法認定と，複合建築物住宅部分単

位性能基準認定，複合建築物住宅部分単位仕様計算併用基準認定もしく

は複合建築物住宅部分単位仕様基準認定または複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法認定とを併せてするものであるときの当該申請に係る手

数料の額は，当該それぞれの項における複合建築物単位モデル建物法認

定の申請に係る手数料の額に相当する額とする。 

３ 同一の建築物に係る変更の認定の申請があった場合において，当該申

請がこの表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれ

ぞれの項における複合建築物単位標準入力法等変更認定と，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基

準変更認定または複合建築物非住宅部分単位標準入力法等変更認定とを

併せてするものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞ

れの項における複合建築物単位標準入力法等変更認定の申請に係る手数

料の額に相当する額とする。 

３ 同一の建築物に係る変更の認定の申請があった場合において，当該申

請がこの表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれ

ぞれの項における複合建築物単位標準入力法等変更認定と，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定，複合建築物住宅部分単位仕様計算併用

基準変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準変更認定または

複合建築物非住宅部分単位標準入力法等変更認定とを併せてするもので

あるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項における複

合建築物単位標準入力法等変更認定の申請に係る手数料の額に相当する

額とする。 

４ 同一の建築物に係る変更の認定の申請があった場合において，当該申

請がこの表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれ

ぞれの項における複合建築物単位モデル建物法変更認定と，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基

準変更認定または複合建築物非住宅部分単位モデル建物法変更認定とを

併せてするものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞ

れの項における複合建築物単位モデル建物法変更認定の申請に係る手数

料の額に相当する額とする。 

４ 同一の建築物に係る変更の認定の申請があった場合において，当該申

請がこの表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれ

ぞれの項における複合建築物単位モデル建物法変更認定と，複合建築物

住宅部分単位性能基準変更認定，複合建築物住宅部分単位仕様計算併用

基準変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準変更認定または

複合建築物非住宅部分単位モデル建物法変更認定とを併せてするもので

あるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項における複

合建築物単位モデル建物法変更認定の申請に係る手数料の額に相当する

額とする。 

５ 法第53条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請

が，基準省令第10条第１号ただし書に該当するものであるときは，標準

入力法等による評価方法によるものとみなしてこの表の規定を適用す

る。 

５ （略） 

６ 法第55条第１項の規定に基づく低炭素建築物新築等計画の変更の認定

の申請が，基準省令第10条第１号ただし書に該当するものであるときは，

標準入力法等による評価方法によるものとみなしてこの表の規定を適用

する。 

６ （略） 
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別表第13（第２条関係） 別表第13（第２条関係） 

区分 単位 金額 

１ 建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上等

に関

する

法律

（以

下こ

の表

にお

いて

「法

」と

い

う。）

第12

条第

１項

また

は第

13条

第２

項の

規定

に基

づく

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

確保

計画

（以

下こ

の表

にお

いて

「消

費性

能確

保計

画」

とい

う。）

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能適

合性

判定

（新設） 

（新設） 

（新設） 

区分 単位 金額 

１ 建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上等

に関

する

法律

（以

下こ

の表

にお

いて

「法

」と

い

う。）

第11

条第

１項

また

は第

12条

第２

項の

規定

に基

づく

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

確保

計画

（以

下こ

の表

にお

いて

「消

費性

能確

保計

画」

とい

う。）

に係

る建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能適

合性

判定

(1) 住宅の用途のみに供する

一の建築物を単位とした判

定（建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令

（以下この表において「基

準省令」という。）第１条

第１項第２号イ(1)および

同号ロ(1)に定める基準（以

下この１(1)の項から２ 

(1)の項までにおいて「性 

能基準」という。）（住戸

の戸数が１である住宅また

は基準省令第５条第３項第

２号に掲げる住宅に係るも

のに限る。）による評価方

法によるものに限る。）（以

下この表において「住宅単

位性能基準判定」という。）

または住宅以外の用途に供

する一の建築物（住宅の用

途に供する部分があるもの

に限る。以下この表におい

て「複合建築物」という。）

の住宅部分（基準省令第１

条第２項に規定する住宅部

分をいう。以下この表にお

いて同じ。）を単位とした

判定（性能基準（住戸の戸

数が１である住宅または基

準省令第５条第３項第２号

に掲げる住宅に係るものに

限る。）による評価方法に

よるものに限る。）（以下

この表において「複合建築

物住宅部分単位性能基準判

定」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「住宅性能基準判

定手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき  

 36,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準判定の

場合にあっては，当該建築物の住

宅部分）の床面積（当該消費性能

確保計画に係る特定建築行為が

増築または改築である場合にあ

っては，当該増築または改築に係

る部分の床面積に限る。以下この

１(1)の項から１(9)の項までに

おいて同じ。）（当該建築物の共

用部分（共同住宅の用途に供する

部分のうち，住戸の部分以外の部

分をいう。以下この表において同

じ。）の床面積を除く。）の合計

の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 68,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 111,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 186,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 265,000円 

(2) 住宅の用途のみに供する

一の建築物を単位とした

判定（基準省令第１条第１

項第２号イ(1)および同 

号 ロ (2) ま た は 同 号 イ 

(2) および同号ロ (1) に 

定める基準（以下この１

(2)の項から２(2)の項ま

でにおいて「仕様計算併用

基準」という。）（住戸の

戸数が１である住宅また

は基準省令第５条第３項

第２号に掲げる住宅に係

るものに限る。）による評

価方法によるものに限

る。）（以下この表におい

て「住宅単位仕様計算併用

基準判定」という。）また

は複合建築物の住宅部分

を単位とした判定（仕様計

算併用基準（住戸の戸数が

１である住宅または同号

に掲げる住宅に係るもの

に限る。）による評価方法

によるものに限る。）（以

下この表において「複合建

築物住宅部分単位仕様計

算併用基準判定」とい 

う。) 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「住宅仕様計算併

用基準判定手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき  

 28,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様計算併用基

準判定の場合にあっては，当該建

築物の住宅部分）の床面積（当該

建築物の共用部分の床面積を除

く。）の合計の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 51,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 84,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 143,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 207,000円 

(3) 住宅の用途のみに供する

一の建築物を単位とした

判定（基準省令第１条第１

項第２号イ(2)および同号

ロ(2)に定める基準（以下

この１(3)の項から２(3)

の項までにおいて「仕様基

準」という。）による評価

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「住宅仕様基準判

定手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき  

 20,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  
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(1) 消費性能確保計画に係る

建築物の用途が，工場，倉

庫その他の用途であって，

一次エネルギー消費量（建

築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（以下

この表において「基準省

令」という。）第１条第１

項第１号イに規定する一

次エネルギー消費量をい

う。）の算定の対象となら

ないものとして市長が認

めるもの（以下この表にお

いて「工場等」という。）

以外の用途である場合（同

号イに定める基準による

評価方法によるものに限

る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の床面積（当該消費性

能確保計画に係る特定建築行為が

増築または改築である場合にあっ

ては，当該増築または改築に係る部

分の床面積に限る。以下この１(1)

の項から１(4)の項までにおいて同

じ。）の合計の区分に応じ，それぞ

れ次に定める額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 210,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 263,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 338,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 482,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 593,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 700,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 798,000円 

(2) 消費性能確保計画に係る

建築物の用途が工場等以

外の用途である場合（基準

省令第１条第１項第１号

ロに定める基準による評

価方法によるものに限

る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 82,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 104,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 136,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

方法によるものに限る。）

（以下この表において「住

宅単位仕様基準判定」とい

う。）または複合建築物の

住宅部分を単位とした判

定（仕様基準による評価方

法によるものに限る。）

（以下この表において「複

合建築物住宅部分単位仕

様基準判定」という。） 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準判定の

場合にあっては，当該建築物の住

宅部分）の床面積（当該建築物の

共用部分の床面積を除く。）の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 35,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 57,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 100,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき  

 149,000円 

(4) 住宅以外の用途のみに供

する一の建築物を単位と

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が，

工場，倉庫その他の用途で

あって，一次エネルギー消

費量（基準省令第１条第１

項第１号イに規定する一

次エネルギー消費量をい

う。）の算定の対象となら

ないものとして市長が認

めるもの（以下この表にお

いて「工場等」という。）

以外の用途である場合で

あって，同号イに定める基

準（以下この１(4)の項か

ら２(8)の項までにおいて

「標準入力法等」とい 

う。）による評価方法によ

るものに限る。）（以下こ

の表において「工場等以外

非住宅建築物単位標準入

力法等判定」という。）ま

たは複合建築物の非住宅

部分（同号に規定する非住

宅部分をいう。以下この表

において同じ。）を単位と 

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が

工場等以外の用途である

場合であって，標準入力法

等による評価方法による

ものに限る。）（以下こ 

の表において「工場等以外

複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等判定」とい 

 う。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物（工場等以外複合建築

物非住宅部分単位標準入力法等判

定の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「工場等以外非住

宅標準入力法等判定手数料額」とい

う。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 215,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 269,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 346,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 492,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 605,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 715,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 815,000円 

(5) 住宅以外の用途のみに供

する一の建築物を単位と

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が

工場等以外の用途である

場合であって，基準省令第

１条第１項第１号ロに定

める基準（以下この１(5)

の項から２(9)の項までに

おいて「モデル建物法｣と

いう。）による評価方法に

よるものに限る。）（以下

この表において「工場等以

外非住宅建築物単位モデ

ル建物法判定」という。）

または複合建築物の非住

宅部分を単位とした判定

（消費性能確保計画に係

る建築物の用途が工場等

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物（工場等以外複合建築

物非住宅部分単位モデル建物法判

定の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「工場等以外非住

宅モデル建物法判定手数料額」とい

う。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 85,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 107,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 140,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル
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以下のとき 218,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 284,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 341,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 399,000円 

(3) 消費性能確保計画に係る

建築物の用途が工場等の

用途である場合（基準省令

第１条第１項第１号イに

定める基準による評価方

法によるものに限る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 20,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 27,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 42,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 89,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 133,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 165,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 204,000円 

(4) 消費性能確保計画に係る

建築物の用途が工場等の

用途である場合（基準省令

第１条第１項第１号ロに

定める基準による評価方

法によるものに限る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 20,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 27,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 42,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 89,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 133,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 165,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 204,000円 

 （新設） 

以外の用途である場合で

あって，モデル建物法によ

る評価方法によるものに

限る。）（以下この表にお

いて「工場等以外複合建築

物非住宅部分単位モデル

建物法判定」という。） 

以下のとき 224,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 291,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 348,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 408,000円 

(6) 住宅以外の用途のみに供

する一の建築物を単位と

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が

工場等の用途である場合

であって，標準入力法等に

よる評価方法によるもの

に限る。）（以下この表に

おいて「工場等非住宅建築

物単位標準入力法等判定」

という。）または複合建築

物の非住宅部分を単位と

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が

工場等の用途である場合

であって，標準入力法等に

よる評価方法によるもの

に限る。）（以下この表に

おいて「工場等複合建築物

非住宅部分単位標準入力

法等判定」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物（工場等複合建築物非

住宅部分単位標準入力法等判定の

場合にあっては，当該建築物の非住

宅部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下こ

の表において「工場等非住宅標準入

力法等判定手数料額」という。) 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 21,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 29,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 39,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 92,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 137,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 169,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 209,000円 

(7) 住宅以外の用途のみに供

する一の建築物を単位と

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が

工場等の用途である場合

であって，モデル建物法に

よる評価方法によるもの

に限る。）（以下この表に

おいて「工場等非住宅建築

物単位モデル建物法判定」

という。）または複合建築

物の非住宅部分を単位と

した判定（消費性能確保計

画に係る建築物の用途が

工場等の用途である場合

であって，モデル建物法に

よる評価方法によるもの

に限る。）（以下この表に

おいて「工場等複合建築物

非住宅部分単位モデル建

物法判定」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

次に掲げる消費性能確保計画に係

る一の建築物（工場等複合建築物非

住宅部分単位モデル建物法判定の

場合にあっては，当該建築物の非住

宅部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下こ

の表において「工場等非住宅モデル

建物法判定手数料額」という。) 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 21,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 29,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 39,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 92,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 137,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 169,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 209,000円 

 (8) 複合建築物を単位とした

判定（標準入力法等による

評価方法によるものに限

る。）（以下この表におい

て「複合建築物単位標準入

力法等判定」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

判定に係る一の建築物の非住宅部

分の床面積により算定した工場等

以外非住宅標準入力法等判定手数

料額（当該非住宅部分に係る消費性

能確保計画に係る建築物の用途が

工場等の用途である場合にあって

は，工場等非住宅標準入力法等判定

手数料額）と，住宅部分についての

判定が，複合建築物住宅部分単位性

能基準判定の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積
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（新設） 

２ 法

第12

条第

２項

後段

また

は第

13条

第３

項後

段の

規定

に基

づく

消費

性能

確保

計画

の変

更に

係る

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定お

よび

建築

物の

エネ

ルギ

（新設） 

を除く。）により算定した住宅性能

基準判定手数料額とを，複合建築物

住宅部分単位仕様計算併用基準判

定の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した住宅仕様計算併用

基準判定手数料額とを，複合建築物

住宅部分単位仕様基準判定の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した住宅仕様基準判定手数料額

とを合算した額 

 (9) 複合建築物を単位とした

判定（モデル建物法による

評価方法によるものに限

る。）（以下この表におい

て「複合建築物単位モデル

建物法判定」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出１

件に

つき

判定に係る一の建築物の非住宅部

分の床面積により算定した工場等

以外非住宅モデル建物法判定手数

料額（当該非住宅部分に係る消費性

能確保計画に係る建築物の用途が

工場等の用途である場合にあって

は，工場等非住宅モデル建物法判定

手数料額）と，住宅部分についての

判定が，複合建築物住宅部分単位性

能基準判定の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した住宅性能

基準判定手数料額とを，複合建築物

住宅部分単位仕様計算併用基準判

定の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した住宅仕様計算併用

基準判定手数料額とを，複合建築物

住宅部分単位仕様基準判定の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した住宅仕様基準判定手数料額

とを合算した額 

２ 法

第11

条第

２項

前段

また

は第

12条

第３

項前

段の

規定

に基

づく

消費

性能

確保

計画

の変

更に

係る

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定お

よび

建築

物の

エネ

ルギ

(1) 住宅単位性能基準判定，

住宅単位仕様計算併用基

準判定もしくは住宅単位

仕様基準判定を受けた消

費性能確保計画の変更に

係る判定（性能基準（住戸

の戸数が１である住宅ま

たは基準省令第５条第３

項第２号に掲げる住宅に

係るものに限る。）による

評価方法によるものに限

る。）もしくは住宅単位性

能基準判定を受けた消費

性能確保計画の軽微な変

更に関する証明書の交付

または複合建築物住宅部

分単位性能基準判定，複合

建築物住宅部分単位仕様

計算併用基準判定もしく

は複合建築物住宅部分単

位仕様基準判定を受けた

消費性能確保計画の変更

に係る判定（性能基準（住

戸の戸数が１である住宅

または同号に掲げる住宅

に係るものに限る。）によ

る評価方法によるものに

限る。）もしくは複合建築

物住宅部分単位性能基準

判定を受けた消費性能確

保計画の軽微な変更に関

する証明書の交付（以下こ

の表においてこれらを「複

合建築物住宅部分単位性

能基準変更判定等」とい

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定める

額（以下この表において「住宅性能

基準判定等変更手数料額」という。) 

ア 住戸の戸数が１のとき 

 22,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準変更判

定等の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積（当該消

費性能確保計画の変更に係る特

定建築行為が増築または改築で

ある場合にあっては，当該増築ま

たは改築に係る部分の床面積に

限る。以下この２(1)の項から２

(9)の項までにおいて同じ。）（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 40,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 67,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 116,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 172,000円 
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ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律施

行規

則

（平

成28

年国

土交

通省

令第

５

号）

第11

条の

規定

に基

づく

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付 

 （新設） 

 （新設） 

(1) 消費性能確保計画の変更

に係る建築物の用途が工

場等以外の用途である場

合（基準省令第１条第１項

第１号イに定める基準に

よる評価方法によるもの

に限る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の床面積（当該

消費性能確保計画の変更に係る特

定建築行為が増築または改築であ

る場合にあっては，当該増築または

改築に係る部分の床面積に限る。以

下この2(1)の項から2(4)の項まで

において同じ。）の合計の区分に応

ー消

費性

能の

向上

等に

関す

る法

律施

行規

則

（平

成28

年国

土交

通省

令第

５

号）

第13

条の

規定

に基

づく

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付 

う。） 

(2) 住宅単位仕様計算併用基

準判定，住宅単位性能基準

判定もしくは住宅単位仕

様基準判定を受けた消費

性能確保計画の変更に係

る判定（仕様計算併用基準

（住戸の戸数が１である

住宅または基準省令第５

条第３項第２号に掲げる

住宅に係るものに限る。）

による評価方法によるも

のに限る。）もしくは住宅

単位仕様計算併用基準判

定を受けた消費性能確保

計画の軽微な変更に関す

る証明書の交付または複

合建築物住宅部分単位仕

様計算併用基準判定，複合

建築物住宅部分単位性能

基準判定もしくは複合建

築物住宅部分単位仕様基

準判定を受けた消費性能

確保計画の変更に係る判

定（仕様計算併用基準（住

戸の戸数が１である住宅

または同号に掲げる住宅

に係るものに限る。）によ

る評価方法によるものに

限る。）もしくは複合建築

物住宅部分単位仕様計算

併用基準判定を受けた消

費性能確保計画の軽微な

変更に関する証明書の交

付（以下この表においてこ

れらを「複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準

変更判定等」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定める

額（以下この表において「住宅仕様

計算併用基準判定等変更手数料額」

という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき  

 18,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様計算併用基

準変更判定等の場合にあっては，

当該建築物の住宅部分）の床面積

（当該建築物の共用部分の床面

積を除く。）の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 32,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 53,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 94,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき  

 143,000円 

(3) 住宅単位仕様基準判定，

住宅単位性能基準判定も

しくは住宅単位仕様計算

併用基準判定を受けた消

費性能確保計画の変更に

係る判定（仕様基準による

評価方法によるものに限

る。）もしくは住宅単位仕

様基準判定を受けた消費

性能確保計画の軽微な変

更に関する証明書の交付

または複合建築物住宅部

分単位仕様基準判定，複合

建築物住宅部分単位性能

基準判定もしくは複合建

築物住宅部分単位仕様計

算併用基準判定を受けた

消費性能確保計画の変更

に係る判定（仕様基準によ

る評価方法によるものに

限る。）もしくは複合建築

物住宅部分単位仕様基準

判定を受けた消費性能確

保計画の軽微な変更に関

する証明書の交付（以下こ

の表においてこれらを「複

合建築物住宅部分単位仕

様基準変更判定等」とい

う。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の住戸の戸数

の区分に応じ，それぞれ次に定める

額（以下この表において「住宅仕様

基準判定等変更手数料額」という。) 

ア 住戸の戸数が１のとき  

 14,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準変更判

定等の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除

く。）の合計の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 24,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 40,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 73,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 114,000円 

(4) 工場等以外非住宅建築物

単位標準入力法等判定も

しくは工場等以外非住宅

建築物単位モデル建物法

判定を受けた消費性能確

保計画の変更に係る判定

（標準入力法等による評

価方法によるものに限

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物（工場等以外複

合建築物非住宅部分単位標準入力

法等変更判定等の場合にあっては，

当該建築物の非住宅部分）の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれ次に

定める額（以下この表において「工

場等以外非住宅標準入力法等判定
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な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 111,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 140,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 183,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 279,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 356,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 425,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 492,000円 

(2) 消費性能確保計画の変更

に係る建築物の用途が工

場等以外の用途である場

合（基準省令第１条第１項

第１号ロに定める基準に

よる評価方法によるもの

に限る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 47,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 61,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 82,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 147,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 201,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 245,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 293,000円 

(3) 消費性能確保計画の変更

に係る建築物の用途が工

場等の用途である場合（基

準省令第１条第１項第１

号イに定める基準による

評価方法によるものに限

る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 16,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 22,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 32,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

る。）もしくは工場等以外

非住宅建築物単位標準入

力法等判定を受けた消費

性能確保計画の軽微な変

更に関する証明書の交付

または工場等以外複合建

築物非住宅部分単位標準

入力法等判定もしくは工

場等以外複合建築物非住

宅部分単位モデル建物法

判定を受けた消費性能確

保計画の変更に係る判定

（標準入力法等による評

価方法によるものに限

る。）もしくは工場等以外

複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等判定を受

けた消費性能確保計画の

軽微な変更に関する証明

書の交付（以下この表にお

いてこれらを「工場等以外

複合建築物非住宅部分単

位標準入力法等変更判定

等」という。） 

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

等変更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 114,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 144,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 187,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 285,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 364,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 434,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 503,000円 

(5) 工場等以外非住宅建築物

単位モデル建物法判定も

しくは工場等以外非住宅

建築物単位標準入力法等

判定を受けた消費性能確

保計画の変更に係る判定

（モデル建物法による評

価方法によるものに限

る。）もしくは工場等以外

非住宅建築物単位モデル

建物法判定を受けた消費

性能確保計画の軽微な変

更に関する証明書の交付

または工場等以外複合建

築物非住宅部分単位モデ

ル建物法判定もしくは工

場等以外複合建築物非住

宅部分単位標準入力法等

判定を受けた消費性能確

保計画の変更に係る判定

（モデル建物法による評

価方法によるものに限

る。）もしくは工場等以外

複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法判定を受

けた消費性能確保計画の

軽微な変更に関する証明

書の交付（以下この表にお

いてこれらを「工場等以外

複合建築物非住宅部分単

位モデル建物法変更判定

等」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物（工場等以外複

合建築物非住宅部分単位モデル建

物法変更判定等の場合にあっては，

当該建築物の非住宅部分）の床面積

の合計の区分に応じ，それぞれ次に

定める額（以下この表において「工

場等以外非住宅モデル建物法判定

等変更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 49,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 63,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 84,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 151,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 206,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 251,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 299,000円 

(6) 工場等非住宅建築物単位

標準入力法等判定もしく

は工場等非住宅建築物単

位モデル建物法判定を受

けた消費性能確保計画の

変更に係る判定（標準入力

法等による評価方法によ

るものに限る。）もしくは

工場等非住宅建築物単位

標準入力法等判定を受け

た消費性能確保計画の軽

微な変更に関する証明書

の交付または工場等複合

建築物非住宅部分単位標

準入力法等判定もしくは

工場等複合建築物非住宅

部分単位モデル建物法判

定を受けた消費性能確保

計画の変更に係る判定（標

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物（工場等複合建

築物非住宅部分単位標準入力法等

変更判定等の場合にあっては，当該

建築物の非住宅部分）の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「工場等

非住宅標準入力法等判定等変更手

数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 17,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 24,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 34,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル
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以下のとき 83,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 126,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 157,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 195,000円 

(4) 消費性能確保計画の変更

に係る建築物の用途が工

場等の用途である場合（基

準省令第１条第１項第１

号ロに定める基準による

評価方法によるものに限

る。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 16,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 22,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 32,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 83,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 126,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 157,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 195,000円 

（新設） 

（新設） 

準入力法等による評価方

法によるものに限る。）も

しくは工場等複合建築物

非住宅部分単位標準入力

法等判定を受けた消費性

能確保計画の軽微な変更

に関する証明書の交付（以

下この表においてこれら

を「工場等複合建築物非住

宅部分単位標準入力法等

変更判定等」という。） 

以下のとき 85,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 130,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 161,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 200,000円 

(7) 工場等非住宅建築物単位

モデル建物法判定もしく

は工場等非住宅建築物単

位標準入力法等判定を受

けた消費性能確保計画の

変更に係る判定（モデル建

物法による評価方法によ

るものに限る。）もしくは

工場等非住宅建築物単位

モデル建物法判定を受け

た消費性能確保計画の軽

微な変更に関する証明書

の交付または工場等複合

建築物非住宅部分単位モ

デル建物法判定もしくは

工場等複合建築物非住宅

部分単位標準入力法等判

定を受けた消費性能確保

計画の変更に係る判定（モ

デル建物法による評価方

法によるものに限る。）も

しくは工場等複合建築物

非住宅部分単位モデル建

物法判定を受けた消費性

能確保計画の軽微な変更

に関する証明書の交付（以

下この表においてこれら

を「工場等複合建築物非住

宅部分単位モデル建物法

変更判定等」という。） 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

次に掲げる消費性能確保計画の変

更に係る一の建築物（工場等複合建

築物非住宅部分単位モデル建物法

変更判定等の場合にあっては，当該

建築物の非住宅部分）の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「工場等

非住宅モデル建物法判定等変更手

数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 17,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 24,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 34,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 85,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 130,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 161,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 200,000円 

(8) 複合建築物単位標準入力

法等判定もしくは複合建築

物単位モデル建物法判定を

受けた消費性能確保計画の

変更に係る判定（標準入力

法等による評価方法による

ものに限る。）または複合

建築物単位標準入力法等判

定を受けた消費性能確保計

画の軽微な変更に関する証

明書の交付 

消費

性能

確保

計画

の提

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

変更に係る判定または申請に係る

一の建築物の非住宅部分の床面積

により算定した工場等以外非住宅

標準入力法等判定等変更手数料額

（当該非住宅部分に係る消費性能

確保計画に係る建築物の用途が工

場等の用途である場合にあっては，

工場等非住宅標準入力法等判定等

変更手数料額）と，住宅部分につい

ての変更に係る判定または申請が，

複合建築物住宅部分単位性能基準

変更判定等の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した住宅性能

基準判定等変更手数料額とを，複合

建築物住宅部分単位仕様計算併用

基準変更判定等の場合にあっては

当該住宅部分の住戸の戸数および

床面積（当該建築物の共用部分の床

面積を除く。）により算定した住宅

仕様計算併用基準判定等変更手数

料額とを，複合建築物住宅部分単位

仕様基準変更判定等の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部分

の床面積を除く。）により算定した

住宅仕様基準判定等変更手数料額

とを合算した額 

(9) 複合建築物単位モデル建

物法判定もしくは複合建

築物単位標準入力法等判

定を受けた消費性能確保

計画の変更に係る判定（モ

消費

性能

確保

計画

の提

変更に係る判定または申請に係る

一の建築物の非住宅部分の床面積

により算定した工場等以外非住宅

モデル建物法判定等変更手数料額

（当該非住宅部分に係る消費性能
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３ 法

第34

条第

１項

の規

定に

基づ

く建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

（同

条第

３項

各号

に掲

げる

事項

が記

載さ

れて

いる

もの

を除

く。

以下

この

表（

  備考

第９

項か

ら第

11項

まで

を除

く。）

にお

いて

同

じ。）

の認

定

（法

第35

条第

２項

(1) 次に

掲げる

認定の

申請に

係る建

築物ま

たは建

築物の

部分の

区分に

応じ，

それぞ

れ次に

定める

者によ

る認定

に係る

技術的

審査ま

たは法

第12条

第１項

もしく

は第13

条第２

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能適

合性判

定（建

築基準

法（昭

和25年

法律第

201号）

に規定

する検

査済証

の交付

を受け

たもの

に 限

る。）

もしく

は法第

35条第

１項の

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た認定（基準省令第

１条第１項第２号

イ(1)および同号ロ

(1)または第10条第

２号イ(1)および同

号ロ(1)に定める基

準（以下この表にお

いて「性能基準」と

いう。）（基準省令

第５条第３項第１

号または第14条第

２項第１号に掲げ

る住宅に係るもの

に限る。）による評

価方法によるもの

に限る。）（以下こ

の表において「住宅

単位性能基準共用

部分評価認定」とい

う。）または複合建

築物（住戸の戸数が

２以上であるもの

に限る。）の住宅部

分を単位とした認

定（性能基準（基準

省令第５条第３項

第１号または第14

条第２項第１号に

掲げる住宅に係る

ものに限る。）によ

る評価方法による

ものに限る。）（以

下この表において

「複合建築物住宅

部分単位性能基準

共用部分評価認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては，当該建築物の住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下こ

の表において「評価機関未審査住宅

性能基準共用部分評価手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 66,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 108,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 182,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 259,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした認定

（性能基準（住戸の

戸数が１である住

宅または基準省令

第５条第３項第２

号もしくは第14条

第２項第２号に掲

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査住宅性能

基準共用部分非評価手数料額」とい

う。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

34,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

デル建物法による評価方

法によるものに限る。）ま

たは複合建築物単位モデ

ル建物法判定を受けた消

費性能確保計画の軽微な

変更に関する証明書の交

付 

出ま

たは

軽微

な変

更に

関す

る証

明書

の交

付の

申請

１件

につ

き 

確保計画に係る建築物の用途が工

場等の用途である場合にあっては，

工場等非住宅モデル建物法判定等

変更手数料額）と，住宅部分につい

ての変更に係る判定または申請が，

複合建築物住宅部分単位性能基準

変更判定等の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した住宅性能

基準判定等変更手数料額とを，複合

建築物住宅部分単位仕様計算併用

基準変更判定等の場合にあっては

当該住宅部分の住戸の戸数および

床面積（当該建築物の共用部分の床

面積を除く｡)により算定した住宅

仕様計算併用基準判定等変更手数

料額とを，複合建築物住宅部分単位

仕様基準変更判定等の場合にあっ

ては当該住宅部分の住戸の戸数お

よび床面積（当該建築物の共用部分

の床面積を除く。）により算定した

住宅仕様基準判定等変更手数料額

とを合算した額 

３ 法

第29

条第

１項

の規

定に

基づ

く建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画

（同

条第

３項

各号

に掲

げる

事項

が記

載さ

れて

いる

もの

を除

く。

以下

この

表（

  備考

第９

項か

ら第

11項

まで

を除

く。）

にお

いて

同

じ。）

の認

定

（法

第30

条第

２項

(1) 次に

掲げる

認定の

申請に

係る建

築物ま

たは建

築物の

部分の

区分に

応じ，

それぞ

れ次に

定める

者によ

る認定

に係る

技術的

審査ま

たは法

第11条

第１項

もしく

は第12

条第２

項の規

定に基

づく建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能適

合性判

定（建

築基準

法（昭

和25年

法律第

201号）

に規定

する検

査済証

の交付

を受け

たもの

に 限

る。）

もしく

は都市

の低炭

素化の

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た認定（基準省令第

10条第２号イ(1)お

よび同号ロ(1)に定

める基準（以下この

表において「性能基

準」という。）（基

準省令第14条第２

項第１号に掲げる

住宅に係るものに

限る。）による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「住宅単

位性能基準共用部

分評価認定」とい

う。）または複合建

築物（住戸の戸数が

２以上であるもの

に限る。）の住宅部

分を単位とした認

定（性能基準（同号

に掲げる住宅に係

るものに限る。）に

よる評価方法によ

るものに限る。）

（以下この表にお

いて「複合建築物住

宅部分単位性能基

準共用部分評価認

定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては，当該建築物の住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下こ

の表において「評価機関未審査住宅

性能基準共用部分評価認定手数料

額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 68,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 111,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 186,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 265,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした認定

（性能基準（住戸の

戸数が１である住

宅または基準省令

第14条第２項第２

号に掲げる住宅に

係るものに限る。）

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査住宅性能

基準共用部分非評価認定手数料額」

という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

36,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  
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の規

定に

よる

申出

がな

い場

合に

限

る。）

およ

び法

第41

条第

１項

の規

定に

基づ

く建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

に係

る認

定 

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画の認

定（建

築基準

法に規

定する

検査済

証の交

付を受

けたも

のに限

る。）

もしく

は都市

の低炭

素化の

促進に

関する

法律第

54条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

建築物

新築等

計画の

認 定

（建築

基準法

に規定

する検

査済証

の交付

を受け

たもの

に 限

る。）

（以下

この表

におい

てこれ

らを「

評価機

関審査

等」と

いう。）

を受け

ていな

いもの

ア 住

宅の

用途

のみ

に供

する

建築

物ま

たは

住宅

以外

の用

途に

供す

る一

の建

築物

（住

宅の

げる住宅に係るも

のに限る。）による

評価方法によるも

のに限る。）（以下

この表において「住

宅単位性能基準共

用部分非評価認定」

という。）または複

合建築物の住宅部

分を単位とした認

定（性能基準（住戸

の戸数が１である

住宅または基準省

令第５条第３項第

２号もしくは第14

条第２項第２号に

掲げる住宅に係る

ものに限る。）によ

る評価方法による

ものに限る。）（以

下この表において

「複合建築物住宅

部分単位性能基準

共用部分非評価認

定」という。） 

次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価認定の申請の場合にあ

っては，当該建築物の住宅部分）

の床面積（当該建築物の共用部分

（共同住宅の用途に供する部分

のうち，住戸の部分以外の部分を

いう。以下この表において同じ。）

の床面積を除く。）の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 66,000

円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メ

ートル以下のとき 108,000

円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方

メートル以下のとき 

182,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

259,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が１

で あ る も の に 限

る。）を単位とした

認定（基準省令第１

条第１項第２号イ

(2)および同号ロ

(2)に定める基準

（住戸の戸数が１

である住宅に係る

ものに限る。）（以

下この表において

「モデル住宅法」と

いう。）による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「住宅単

位モデル住宅法認

定」という。）また

は複合建築物（住戸

の戸数が１である

ものに限る。）の住

宅部分を単位とし

た認定（モデル住宅

法による評価方法

に よ る も の に 限

る。）（以下この表

において「複合建築

物住宅部分単位モ

デル住宅法認定」と

いう。） 

申請

１件

につ

き 

次に定める額（以下この表において

「評価機関未審査住宅モデル住宅

法手数料額」という。） 19,000

円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た認定（基準省令第

１条第１項第２号

イ(2)および同号ロ

(2)に定める基準

（住戸の戸数が２

以上である住宅に

係るものに限る。）

（以下この表にお

いて「フロア入力

法」という。）（基

準省令第５条第３

項第１号に掲げる

住宅に係るものに

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位フ

ロア入力法共用部分評価認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

住宅部分）の床面積の合計の区分に

応じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関未審査住

宅フロア入力法共用部分評価手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 33,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 55,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 97,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

の規

定に

よる

申出

がな

い場

合に

限

る。）

促進に

関する

法律第

54条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

建築物

新築等

計画の

認定（

建築基

準法に

規定す

る検査

済証の

交付を

受けた

ものに

限る。）

（以下

この表

におい

てこれ

らを「

評価機

関審査

等」と

いう。）

を受け

ていな

いもの

ア 住

宅の

用途

のみ

に供

する

建築

物ま

たは

複合

建築

物の

住宅

部分

による評価方法に

よるものに限る。）

（以下この表にお

いて「住宅単位性能

基準共用部分非評

価認定」という。）

または複合建築物

の住宅部分を単位

とした認定（性能基

準（住戸の戸数が１

である住宅または

同号に掲げる住宅

に 係 る も の に 限

る。）による評価方

法によるものに限

る。）（以下この表

において「複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定」という。） 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価認定の申請の場合にあ

っては，当該建築物の住宅部分）

の床面積（当該建築物の共用部分

の床面積を除く。）の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 68,000

円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メ

ートル以下のとき 111,000

円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方

メートル以下のとき 

186,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

265,000円 

（削る） 

（削る） 
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用途

に供

する

部分

があ

るも

のに

限

る。

以下

この

表に

おい

て「

複合

建築

物」

とい

う。）

の住

宅部

分（

 法第

11条

第１

項に

規定

する

住宅

部分

をい

う。

以下

この

表に

おい

て同

じ。）

  登

録住

宅性

能評

価機

関

（住

宅の

品質

確保

の促

進等

に関

する

法律

第５

条第

１項

に規

定す

る登

録住

宅性

能評

価機

関を

い

う。

ウに

おい

て同

じ。）

イ 住

宅以

外の

用途

のみ

限る。）による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「住宅単

位フロア入力法共

用部分評価認定」と

いう。）または複合

建築物（住戸の戸数

が２以上であるも

のに限る。）の住宅

部分を単位とした

認定（フロア入力法

（同号に掲げる住

宅に係るものに限

る。）による評価方

法によるものに限

る。）（以下この表

において「複合建築

物住宅部分単位フ

ロア入力法共用部

分評価認定」とい

う。） 

トルを超えるとき 145,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た認定（フロア入力

法（基準省令第５条

第３項第２号に掲

げる住宅に係るも

のに限る。）による

評価方法によるも

のに限る。）（以下

この表において「住

宅単位フロア入力

法共用部分非評価

認定」という。）ま

たは複合建築物（住

戸の戸数が２以上

で あ る も の に 限

る。）の住宅部分を

単位とした認定（フ

ロア入力法（同号に

掲げる住宅に係る

ものに限る。）によ

る評価方法による

ものに限る。）（以

下この表において

「複合建築物住宅

部分単位フロア入

力法共用部分非評

価認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位フ

ロア入力法共用部分非評価認定の

申請の場合にあっては，当該建築物

の住宅部分）の床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価機

関未審査住宅フロア入力法共用部

分非評価手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 33,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 55,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 97,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 145,000円 

（新設） 

  登

録住

宅性

能評

価機

関

（住

宅の

品質

確保

の促

進等

に関

する

法律

第５

条第

１項

に規

定す

る登

録住

宅性

能評

価機

関を

い

う。

ウに

おい

て同

じ。）

イ 住

宅以

外の

用途

のみ

（削る） 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た認定（基準省令第

10条第２号イ(1)お

よび同号ロ(2)また

は同号イ(2)および

同号ロ(1)に定める

基準（以下この表に

おいて「仕様計算併

用基準」という。）

（基準省令第14条

第２項第１号に掲

げる住宅に係るも

のに限る。)による

評価方法によるも

のに限る。)（以下

この表において「住

宅単位仕様計算併

用基準共用部分評

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位仕

様計算併用基準共用部分評価認定

の申請の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める額

（以下この表において「評価機関未

審査住宅仕様計算併用基準共用部

分評価認定手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 51,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 84,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 143,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 207,000円 
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に供

する

一の

建築

物ま

たは

複合

建築

物の

非住

宅部

分（

 法第

11条

第１

項に

規定

する

非住

宅部

分を

い

う。

以下

この

表に

おい

て同

じ。）

  登

録建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能判

定機

関（

 法第

15条

第１

項に

規定

する

登録

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

判定

機関

をい

う。

ウに

おい

て同

じ。）

ウ 複

合建

築物

  登

録住

宅性

能評

価機

関お

よび

登録

建築

物エ

ネル

ギー

（新設） 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした認定

（基準省令第１条

第１項第２号イ(3)

および同号ロ(3)ま

たは第10条第２号

イ(2)および同号ロ

(2)に定める基準

（以下この表にお

いて「仕様基準」と

いう。）による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「住宅単

位仕様基準認定」と

いう。）または複合

建築物の住宅部分

を単位とした認定

（仕様基準による

評価方法によるも

のに限る。）（以下

この表において「複

合建築物住宅部分

単位仕様基準認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査住宅仕様

基準手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

19,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除

く。）の合計の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 33,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 55,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 97,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

145,000円 

に供

する

一の

建築

物ま

たは

複合

建築

物の

非住

宅部

分 

  登

録建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能判

定機

関（

 法第

14 条

第１

項に

規定

する

登録

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

判定

機関

をい

う。

ウに

おい

て同

じ。）

ウ 複

合建

築物

  登

録住

宅性

能評

価機

関お

よび

登録

建築

物エ

ネル

ギー

価認定」という。)

または複合建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。)の住宅部分

を単位とした認定

（仕様計算併用基

準（同号に掲げる住

宅に係るものに限

る。）による評価方

法によるものに限

る。)（以下この表

において「複合建築

物住宅部分単位仕

様計算併用基準共

用部分評価認定」と

いう。） 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした認定

（仕様計算併用基

準（住戸の戸数が１

である住宅または

基準省令第14条第

２項第２号に掲げ

る住宅に係るもの

に限る。）による評

価方法によるもの

に限る。）（以下こ

の表において「住宅

単位仕様計算併用

基準共用部分非評

価認定」という。）

または複合建築物

の住宅部分を単位

とした認定（仕様計

算併用基準（住戸の

戸数が１である住

宅または同号に掲

げる住宅に係るも

のに限る。）による

評価方法によるも

のに限る。）（以下

この表において「複

合建築物住宅部分

単位仕様計算併用

基準共用部分非評

価認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査住宅仕様

計算併用基準共用部分非評価認定

手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき  

 28,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様計算併用基

準共用部分非評価認定の申請の

場合にあっては，当該建築物の

住宅部分）の床面積（当該建築

物の共用部分の床面積を除く。）

の合計の区分に応じ，それぞれ

次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 51,000

円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メ

ートル以下のとき 84,000

円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方

メートル以下のとき 

  143,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき  

  207,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした認定

（基準省令第10条

第２号イ(2)および

同号ロ(2)に定める

基準（以下この表に

おいて「仕様基準」

という。）による評

価方法によるもの

に限る。）（以下こ

の表において「住宅

単位仕様基準認定」

という。）または複

合建築物の住宅部

分を単位とした認

定（仕様基準による

評価方法によるも

のに限る。）（以下

この表において「複

合建築物住宅部分

単位仕様基準認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査住宅仕様

基準認定手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

20,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除

く。）の合計の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 35,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 57,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 100,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき

149,000円 
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消費

性能

判定

機関

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

認定（基準省令第１

条第１項第１号イ

または第10条第１

号イ(1)および同号

ロ(1)に定める基準

（以下この表にお

いて「標準入力法

等」という。）によ

る評価方法による

ものに限る。）（以

下この表において

「非住宅建築物単

位標準入力法等認

定」という。）また

は複合建築物の非

住宅部分を単位と

した認定（標準入力

法等による評価方

法によるものに限

る。）（以下この表

において「複合建築

物非住宅部分単位

標準入力法等認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単位

標準入力法等認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査非住宅標

準入力法等手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 210,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 263,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 338,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 482,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 593,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 700,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 798,000円 

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

認定（基準省令第１

条第１項第１号ロ

または第10条第１

号イ(2)および同号

ロ(2)に定める基準

（以下この表にお

いて「モデル建物

法」という。）によ

る評価方法による

ものに限る。）（以

下この表において

「非住宅建築物単

位モデル建物法認

定」という。）また

は複合建築物の非

住宅部分を単位と

した認定（モデル建

物法による評価方

法によるものに限

る。）（以下この表

において「複合建築

物非住宅部分単位

モデル建物法認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単位

モデル建物法認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査非住宅モ

デル建物法手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 82,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 104,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 136,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 218,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 284,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 341,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 399,000円 

複合建築物を単位

とした認定（標準入

力法等による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「複合建

築物単位標準入力

法等認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅標準入力法

等手数料額と，住宅部分についての

申請が，複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の床

面積により算定した評価機関未審

査住宅性能基準共用部分評価手数

料額とを，複合建築物住宅部分単位

性能基準共用部分非評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関未審査住

宅性能基準共用部分非評価手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位モ

デル住宅法認定の申請の場合にあ

っては評価機関未審査住宅モデル

住宅法手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位フロア入力法共用部分

消費

性能

判定

機関

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

認定（基準省令第10

条第１号イ(1)およ

び同号ロ(1)に定め

る基準（以下この表

において「標準入力

法等」という。）に

よる評価方法によ

るものに限る。）

（以下この表にお

いて「非住宅建築物

単位標準入力法等

認定」という。）ま

たは複合建築物の

非住宅部分を単位

とした認定（標準入

力法等による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等認

定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単位

標準入力法等認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査非住宅標

準入力法等認定手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 215,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 269,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 346,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 492,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 605,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 715,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 815,000円 

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

認定（基準省令第10

条第１号イ(2)およ

び同号ロ(2)に定め

る基準（以下この表

において「モデル建

物法」という。）に

よる評価方法によ

るものに限る。）

（以下この表にお

いて「非住宅建築物

単位モデル建物法

認定」という。）ま

たは複合建築物の

非住宅部分を単位

とした認定（モデル

建物法による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法認

定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単位

モデル建物法認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関未審査非住宅モ

デル建物法認定手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 85,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 108,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 140,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 224,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 291,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 348,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 408,000円 

複合建築物を単位

とした認定（標準入

力法等による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「複合建

築物単位標準入力

法等認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅標準入力法

等認定手数料額と，住宅部分につい

ての申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準共用部分評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の床面積により算定した評価機関

未審査住宅性能基準共用部分評価

認定手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分非評価

認定の申請の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

未審査住宅性能基準共用部分非評

価認定手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様計算併用基準共用

部分評価認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関未審査住宅仕様
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評価認定の申請の場合にあっては

当該住宅部分の床面積により算定

した評価機関未審査住宅フロア入

力法共用部分評価手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位フロア入力

法共用部分非評価認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

未審査住宅フロア入力法共用部分

非評価手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様基準認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の住

戸の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）によ

り算定した評価機関未審査住宅仕

様基準手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関未審査

複合建築物標準入力法等手数料額」

という。） 

複合建築物を単位

とした認定（モデル

建物法による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「複合建

築物単位モデル建

物法認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅モデル建物

法手数料額と，住宅部分についての

申請が，複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の床

面積により算定した評価機関未審

査住宅性能基準共用部分評価手数

料額とを，複合建築物住宅部分単位

性能基準共用部分非評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関未審査住

宅性能基準共用部分非評価手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位モ

デル住宅法認定の申請の場合にあ

っては評価機関未審査住宅モデル

住宅法手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位フロア入力法共用部分

評価認定の申請の場合にあっては

当該住宅部分の床面積により算定

した評価機関未審査住宅フロア入

力法共用部分評価手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位フロア入力

法共用部分非評価認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

未審査住宅フロア入力法共用部分

非評価手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様基準認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の住

戸の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）によ

り算定した評価機関未審査住宅仕

様基準手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関未審査

複合建築物モデル建物法手数料額」

という。） 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価認定

または複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては，当該建築物の住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下こ

の表において「評価機関審査済住宅

性能基準共用部分評価手数料額」と

いう。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 21,000円 

計算併用基準共用部分評価認定手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分非評

価認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の住戸の戸数および床

面積（当該建築物の共用部分の床面

積を除く。）により算定した評価機

関未審査住宅仕様計算併用基準共

用部分非評価認定手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位仕様基準認

定の申請の場合にあっては当該住

宅部分の住戸の戸数および床面積

（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

未審査住宅仕様基準認定手数料額

とを合算した額（以下この表におい

て「評価機関未審査複合建築物標準

入力法等認定手数料額」という。） 

複合建築物を単位

とした認定（モデル

建物法による評価

方法によるものに

限る。）（以下この

表において「複合建

築物単位モデル建

物法認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関未審査非住宅モデル建物

法認定手数料額と，住宅部分につい

ての申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準共用部分評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の床面積により算定した評価機関

未審査住宅性能基準共用部分評価

認定手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分非評価

認定の申請の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

未審査住宅性能基準共用部分非評

価認定手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様計算併用基準共用

部分評価認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関未審査住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分非評

価認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の住戸の戸数および床

面積（当該建築物の共用部分の床面

積を除く。）により算定した評価機

関未審査住宅仕様計算併用基準共

用部分非評価認定手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位仕様基準認

定の申請の場合にあっては当該住

宅部分の住戸の戸数および床面積

（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

未審査住宅仕様基準認定手数料額

とを合算した額（以下この表におい

て「評価機関未審査複合建築物モデ

ル建物法認定手数料額」という。） 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価認定

または複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては，当該建築物の住宅

部分）の床面積の合計の区分に応

じ，それぞれ次に定める額（以下こ

の表において「評価機関審査済住宅

性能基準共用部分評価認定手数料

額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 23,000円 
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ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 44,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 76,000円 

住宅単位性能基準

共用部分非評価認

定または複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済住宅性能

基準共用部分非評価手数料額」とい

う。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 7,000

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価認定の申請の場合にあ

っては，当該建築物の住宅部分）

の床面積（当該建築物の共用部分

の床面積を除く。）の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 21,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 44,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

76,000円 

住宅単位モデル住

宅法認定または複

合建築物住宅部分

単位モデル住宅法

認定 

申請

１件

につ

き 

次に定める額（以下この表において

「評価機関審査済住宅モデル住宅

法手数料額」という。） 7,000円 

住宅単位フロア入

力法共用部分評価

認定または複合建

築物住宅部分単位

フロア入力法共用

部分評価認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位フ

ロア入力法共用部分評価認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

住宅部分）の床面積の合計の区分に

応じ，それぞれ次に定める額（以下

この表において「評価機関審査済住

宅フロア入力法共用部分評価手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 21,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 44,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 76,000円 

住宅単位フロア入

力法共用部分非評

価認定または複合

建築物住宅部分単

位フロア入力法共

用部分非評価認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位フ

ロア入力法共用部分非評価認定の

申請の場合にあっては，当該建築物

の住宅部分）の床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額（以下この表において「評価機

関審査済住宅フロア入力法共用部

分非評価手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 21,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 44,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 46,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 79,000円 

住宅単位性能基準

共用部分非評価認

定または複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済住宅性能

基準共用部分非評価認定手数料額」

という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 8,900

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価認定の申請の場合にあ

っては，当該建築物の住宅部分）

の床面積（当該建築物の共用部分

の床面積を除く。）の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

79,000円 

（削る） 

（削る） 

（削る） 
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トルを超えるとき 76,000円 

（新設） 

（新設） 

住宅単位仕様基準

認定または複合建

築物住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済住宅仕様

基準手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 7,000

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除

く。）の合計の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 21,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 44,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

76,000円 

非住宅建築物単位 申請 次に掲げる認定の申請に係る一の

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

評価認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様計算併用

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物住宅部分単位仕

様計算併用基準共用部分評価認定

の申請の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積の合計の区

分に応じ，それぞれ次に定める額

（以下この表において「評価機関審

査済住宅仕様計算併用基準共用部

分評価認定手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 23,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 46,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 79,000円 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

非評価認定または

複合建築物住宅部

分単位仕様計算併

用基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済住宅仕様

計算併用基準共用部分非評価認定

手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 8,900

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様計算併用基

準共用部分非評価認定の申請の

場合にあっては，当該建築物の住

宅部分）の床面積（当該建築物の

共用部分の床面積を除く。）の合

計の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき  

 79,000円 

住宅単位仕様基準

認定または複合建

築物住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物の住戸の戸数の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済住宅仕様

基準認定手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 8,900

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準認定の

申請の場合にあっては，当該建築

物の住宅部分）の床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除

く。）の合計の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

79,000円 

非住宅建築物単位 申請次に掲げる認定の申請に係る一の
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標準入力法等認定

または複合建築物

非住宅部分単位標

準入力法等認定 

１件

につ

き 

建築物（複合建築物非住宅部分単位

標準入力法等認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済非住宅標

準入力法等手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 18,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 27,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 76,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 119,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 149,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 186,000円 

非住宅建築物単位

モデル建物法認定

または複合建築物

非住宅部分単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単位

モデル建物法認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済非住宅モ

デル建物法手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 18,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 27,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 76,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 119,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 149,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 186,000円 

複合建築物単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅標準入力法

等手数料額と，住宅部分についての

申請が，複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の床

面積により算定した評価機関審査

済住宅性能基準共用部分評価手数

料額とを，複合建築物住宅部分単位

性能基準共用部分非評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関審査済住

宅性能基準共用部分非評価手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位モ

デル住宅法認定の申請の場合にあ

っては評価機関審査済住宅モデル

住宅法手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位フロア入力法共用部分

評価認定の申請の場合にあっては

標準入力法等認定

または複合建築物

非住宅部分単位標

準入力法等認定 

１件

につ

き 

建築物（複合建築物非住宅部分単位

標準入力法等認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済非住宅標

準入力法等認定手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000円 

非住宅建築物単位

モデル建物法認定

または複合建築物

非住宅部分単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる認定の申請に係る一の

建築物（複合建築物非住宅部分単位

モデル建物法認定の申請の場合に

あっては，当該建築物の非住宅部

分）の床面積の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額（以下この表

において「評価機関審査済非住宅モ

デル建物法認定手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000円 

複合建築物単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅標準入力法

等認定手数料額と，住宅部分につい

ての申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準共用部分評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の床面積により算定した評価機関

審査済住宅性能基準共用部分評価

認定手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分非評価

認定の申請の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

審査済住宅性能基準共用部分非評

価認定手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様計算併用基準共用

部分評価認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関審査済住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定手
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当該住宅部分の床面積により算定

した評価機関審査済住宅フロア入

力法共用部分評価手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位フロア入力

法共用部分非評価認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

審査済住宅フロア入力法共用部分

非評価手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様基準認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の住

戸の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）によ

り算定した評価機関審査済住宅仕

様基準手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関審査済

複合建築物標準入力法等手数料額」

という。） 

複合建築物単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅モデル建物

法手数料額と，住宅部分についての

申請が，複合建築物住宅部分単位性

能基準共用部分評価認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の床

面積により算定した評価機関審査

済住宅性能基準共用部分評価手数

料額とを，複合建築物住宅部分単位

性能基準共用部分非評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関審査済住

宅性能基準共用部分非評価手数料

額とを，複合建築物住宅部分単位モ

デル住宅法認定の申請の場合にあ

っては評価機関審査済住宅モデル

住宅法手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位フロア入力法共用部分

評価認定の申請の場合にあっては

当該住宅部分の床面積により算定

した評価機関審査済住宅フロア入

力法共用部分評価手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位フロア入力

法共用部分非評価認定の申請の場

合にあっては当該住宅部分の床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

審査済住宅フロア入力法共用部分

非評価手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様基準認定の申請の

場合にあっては当該住宅部分の住

戸の戸数および床面積（当該建築物

の共用部分の床面積を除く。）によ

り算定した評価機関審査済住宅仕

様基準手数料額とを合算した額（以

下この表において「評価機関審査済

複合建築物モデル建物法手数料額」

という。） 

４ 法

第34

条第

１項

の規

定に

基づ

く建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

(1) 評価

機関審

査等を

受けて

いない

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価認定

または複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物につ

いて函館市建築基準条例第60条の

12第１項および第２項の規定によ

り確認の申請１件につき納付すべ

き手数料として算定される額に相

当する額（当該認定の申請に係る計

画に，同条第１項に規定する昇降機

に係る部分が含まれている場合に

あっては，当該昇降機１基につき同

項の規定により算定される加算額

に相当する額を加算した額）（以下

この表において「確認申請手数料相

当額」という。）と評価機関未審査

住宅性能基準共用部分評価手数料

額とを合算した額 

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分非評

価認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の住戸の戸数および床

面積（当該建築物の共用部分の床面

積を除く。）により算定した評価機

関審査済住宅仕様計算併用基準共

用部分非評価認定手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位仕様基準認

定の申請の場合にあっては当該住

宅部分の住戸の戸数および床面積

（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

審査済住宅仕様基準認定手数料額

とを合算した額（以下この表におい

て「評価機関審査済複合建築物標準

入力法等認定手数料額」という。） 

複合建築物単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物の非

住宅部分の床面積により算定した

評価機関審査済非住宅モデル建物

法認定手数料額と，住宅部分につい

ての申請が，複合建築物住宅部分単

位性能基準共用部分評価認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の床面積により算定した評価機関

審査済住宅性能基準共用部分評価

認定手数料額とを，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分非評価

認定の申請の場合にあっては当該

住宅部分の住戸の戸数および床面

積（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

審査済住宅性能基準共用部分非評

価認定手数料額とを，複合建築物住

宅部分単位仕様計算併用基準共用

部分評価認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関審査済住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分非評

価認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の住戸の戸数および床

面積（当該建築物の共用部分の床面

積を除く。）により算定した評価機

関審査済住宅仕様計算併用基準共

用部分非評価認定手数料額とを，複

合建築物住宅部分単位仕様基準認

定の申請の場合にあっては当該住

宅部分の住戸の戸数および床面積

（当該建築物の共用部分の床面積

を除く。）により算定した評価機関

審査済住宅仕様基準認定手数料額

とを合算した額（以下この表におい

て「評価機関審査済複合建築物モデ

ル建物法認定手数料額」という。） 

４ 法

第29

条第

１項

の規

定に

基づ

く建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

(1) 評価

機関審

査等を

受けて

いない

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価認定

または複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

認定の申請に係る一の建築物につ

いて函館市建築基準条例第60条の

12第１項および第２項の規定によ

り確認の申請１件につき納付すべ

き手数料として算定される額に相

当する額（当該認定の申請に係る計

画に，同条第１項に規定する昇降機

に係る部分が含まれている場合に

あっては，当該昇降機１基につき同

項の規定により算定される加算額

に相当する額を加算した額）（以下

この表において「確認申請手数料相

当額」という。）と評価機関未審査

住宅性能基準共用部分評価認定手

数料額とを合算した額 
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画の

認定

（法

第35

条第

２項

の規

定に

よる

申出

があ

る場

合に

限

る。）

住宅単位性能基準

共用部分非評価認

定または複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅性能基準共用部分非評

価手数料額とを合算した額 

（新設） 

（新設） 

住宅単位仕様基準

認定または複合建

築物住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様基準手数料額とを

合算した額 

非住宅建築物単位

標準入力法等認定

または複合建築物

非住宅部分単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅標準入力法等手数料

額とを合算した額 

非住宅建築物単位

モデル建物法認定

または複合建築物

非住宅部分単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅モデル建物法手数料

額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物標準入力法等手

数料額とを合算した額 

複合建築物単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物モデル建物法手

数料額とを合算した額 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価認定

または複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅性能基準共用部分評価

手数料額とを合算した額 

住宅単位性能基準

共用部分非評価認

定または複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅性能基準共用部分非評

価手数料額とを合算した額 

（新設） 

（新設） 

住宅単位仕様基準

認定または複合建

築物住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様基準手数料額とを

合算した額 

非住宅建築物単位

標準入力法等認定

または複合建築物

申請

１件

につ

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅標準入力法等手数料

額とを合算した額 

画の

認定

（法

第30

条第

２項

の規

定に

よる

申出

があ

る場

合に

限

る。）

住宅単位性能基準

共用部分非評価認

定または複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅性能基準共用部分非評

価認定手数料額とを合算した額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

評価認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様計算併用

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様計算併用基準共用

部分評価認定手数料額とを合算し

た額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

非評価認定または

複合建築物住宅部

分単位仕様計算併

用基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様計算併用基準共用

部分非評価認定手数料額とを合算

した額 

住宅単位仕様基準

認定または複合建

築物住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査住宅仕様基準認定手数料額

とを合算した額 

非住宅建築物単位

標準入力法等認定

または複合建築物

非住宅部分単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅標準入力法等認定手

数料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

モデル建物法認定

または複合建築物

非住宅部分単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査非住宅モデル建物法認定手

数料額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物標準入力法等認

定手数料額とを合算した額 

複合建築物単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

未審査複合建築物モデル建物法認

定手数料額とを合算した額 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価認定

または複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅性能基準共用部分評価

認定手数料額とを合算した額 

住宅単位性能基準

共用部分非評価認

定または複合建築

物住宅部分単位性

能基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅性能基準共用部分非評

価認定手数料額とを合算した額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

評価認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様計算併用

基準共用部分評価

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様計算併用基準共用

部分評価認定手数料額とを合算し

た額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

非評価認定または

複合建築物住宅部

分単位仕様計算併

用基準共用部分非

評価認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様計算併用基準共用

部分非評価認定手数料額とを合算

した額 

住宅単位仕様基準

認定または複合建

築物住宅部分単位

仕様基準認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済住宅仕様基準認定手数料額

とを合算した額 

非住宅建築物単位

標準入力法等認定

または複合建築物

申請

１件

につ

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅標準入力法等認定手

数料額とを合算した額 
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非住宅部分単位標

準入力法等認定 

き 

非住宅建築物単位

モデル建物法認定

または複合建築物

非住宅部分単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅モデル建物法手数料

額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物標準入力法等手

数料額とを合算した額 

複合建築物単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物モデル建物法手

数料額とを合算した額 

５ 法

第36

条第

１項

の規

定に

基づ

く認

定を

受け

た建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画の

変更

の認

定

（同

条第

２項

にお

いて

準用

する

法第

35条

第２

項の

規定

によ

る申

出が

ない

場合

に限

り，

建築

物の

新築

等に

関す

る工

事の

着手

予定

時期

また

は完

了予

定時

期の

みの

変更

の認

定を

(1) 評価

機関審

査等を

受けて

いない

もの 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た性能基準（基準省

令第14条第２項第

１号に掲げる住宅

に 係 る も の に 限

る。）による評価方

法による変更の認

定（以下この表にお

いて「住宅単位性能

基準共用部分評価

変更認定」という。）

または複合建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）の住宅部分

を単位とした性能

基準（同号に掲げる

住宅に係るものに

限る。）による評価

方法による変更の

認定（以下この表に

おいて「複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

変更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物住宅部分

単位性能基準共用部分評価変更認

定の申請の場合にあっては，当該建

築物の住宅部分）の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める額

（以下この表において「評価機関未

審査住宅性能基準共用部分評価変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 39,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 64,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 113,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 168,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした性能

基準（住戸の戸数が

１である住宅また

は基準省令第14条

第２項第２号に掲

げる住宅に係るも

のに限る。）による

評価方法による変

更の認定（以下この

表において「住宅単

位性能基準共用部

分非評価変更認定」

という。）または複

合建築物の住宅部

分を単位とした性

能基準（住戸の戸数

が１である住宅ま

たは同号に掲げる

住宅に係るものに

限る。）による評価

方法による変更の

認定（以下この表に

おいて「複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分非評

価変更認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

住宅性能基準共用部分非評価変更

手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

21,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価変更認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の住宅部

分）の床面積（当該建築物の共用

部分の床面積を除く。）の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 39,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 64,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 113,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 168,000円 

（新設） 

非住宅部分単位標

準入力法等認定 

き 

非住宅建築物単位

モデル建物法認定

または複合建築物

非住宅部分単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済非住宅モデル建物法認定手

数料額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物標準入力法等認

定手数料額とを合算した額 

複合建築物単位モ

デル建物法認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請手数料相当額と評価機関

審査済複合建築物モデル建物法認

定手数料額とを合算した額 

５ 法

第31

条第

１項

の規

定に

基づ

く認

定を

受け

た建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画の

変更

の認

定

（同

条第

２項

にお

いて

準用

する

法第

30条

第２

項の

規定

によ

る申

出が

ない

場合

に限

り，

建築

物の

新築

等に

関す

る工

事の

着手

予定

時期

また

は完

了予

定時

期の

みの

変更

の認

定を

(1) 評価

機関審

査等を

受けて

いない

もの 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た性能基準（基準省

令第14条第２項第

１号に掲げる住宅

に 係 る も の に 限

る。）による評価方

法による変更の認

定（以下この表にお

いて「住宅単位性能

基準共用部分評価

変更認定」という。）

または複合建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）の住宅部分

を単位とした性能

基準（同号に掲げる

住宅に係るものに

限る。）による評価

方法による変更の

認定（以下この表に

おいて「複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分評価

変更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物住宅部分

単位性能基準共用部分評価変更認

定の申請の場合にあっては，当該建

築物の住宅部分）の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める額

（以下この表において「評価機関未

審査住宅性能基準共用部分評価認

定変更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 40,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 67,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 116,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 172,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした性能

基準（住戸の戸数が

１である住宅また

は基準省令第14条

第２項第２号に掲

げる住宅に係るも

のに限る。）による

評価方法による変

更の認定（以下この

表において「住宅単

位性能基準共用部

分非評価変更認定」

という。）または複

合建築物の住宅部

分を単位とした性

能基準（住戸の戸数

が１である住宅ま

たは同号に掲げる

住宅に係るものに

限る。）による評価

方法による変更の

認定（以下この表に

おいて「複合建築物

住宅部分単位性能

基準共用部分非評

価変更認定」とい

う。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

住宅性能基準共用部分非評価認定

変更手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

22,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価変更認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の住宅部

分）の床面積（当該建築物の共用

部分の床面積を除く。）の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 40,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 67,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 116,000

円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 172,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

申請

１件

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物住宅部分
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申請

する

場合

を除

く。）

（新設） 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした仕様

基準による評価方

法による変更の認

定（以下この表にお

いて「住宅単位仕様

基準変更認定」とい

う。）または複合建

築物の住宅部分を

単位とした仕様基

準による評価方法

による変更の認定

（以下この表にお

いて「複合建築物住

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

住宅仕様基準変更手数料額」とい

う。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

13,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準変更認

定の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，そ

申請

する

場合

を除

く。）

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）を単位とし

た仕様計算併用基

準（基準省令第14条

第２項第１号に掲

げる住宅に係るも

のに限る。）による

評価方法による変

更の認定（以下この

表において「住宅単

位仕様計算併用基

準共用部分評価変

更認定」という。）

または複合建築物

（住戸の戸数が２

以上であるものに

限る。）の住宅部分

を単位とした仕様

計算併用基準（同号

に掲げる住宅に係

るものに限る。）に

よる評価方法によ

る変更の認定（以下

この表において「複

合建築物住宅部分

単位仕様計算併用

基準共用部分評価

変更認定」という。） 

につ

き 

単位仕様計算併用基準共用部分評

価変更認定の申請の場合にあって

は，当該建築物の住宅部分）の床面

積の合計の区分に応じ，それぞれ次

に定める額（以下この表において

「評価機関未審査住宅仕様計算併

用基準共用部分評価認定変更手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 32,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 53,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 94,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 143,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした仕様

計算併用基準（住戸

の戸数が１である

住宅または基準省

令第14条第２項第

２号に掲げる住宅

に 係 る も の に 限

る。）による評価方

法による変更の認

定（以下この表にお

いて「住宅単位仕様

計算併用基準共用

部分非評価変更認

定」という。）また

は複合建築物の住

宅部分を単位とし

た仕様計算併用基

準（住戸の戸数が１

である住宅または

同号に掲げる住宅

に 係 る も の に 限

る。）による評価方

法による変更の認

定（以下この表にお

いて「複合建築物住

宅部分単位仕様計

算併用基準共用部

分非評価変更認定」

という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

住宅仕様計算併用基準共用部分非

評価認定変更手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

 18,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様計算併用基

準共用部分非評価変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物

の住宅部分）の床面積（当該建築

物の共用部分の床面積を除く。）

の合計の区分に応じ，それぞれ次

に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 32,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 53,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 94,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき  

 143,000円 

住宅の用途のみに

供する一の建築物

を単位とした仕様

基準による評価方

法による変更の認

定（以下この表にお

いて「住宅単位仕様

基準変更認定」とい

う。）または複合建

築物の住宅部分を

単位とした仕様基

準による評価方法

による変更の認定

（以下この表にお

いて「複合建築物住

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

住宅仕様基準認定変更手数料額」と

いう。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

14,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準変更認

定の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，そ
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宅部分単位仕様基

準変更認定」とい

う。） 

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 22,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 38,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 70,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

111,000円 

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

標準入力法等によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「非住

宅建築物単位標準

入力法等変更認定」

という。）または複

合建築物の非住宅

部分を単位とした

標準入力法等によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「複合

建築物非住宅部分

単位標準入力法等

変更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位標準入力法等変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

非住宅標準入力法等変更手数料額」

という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 111,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 140,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 183,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 279,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 356,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 425,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 492,000円 

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

モデル建物法によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「非住

宅建築物単位モデ

ル建物法変更認定」

という。）または複

合建築物の非住宅

部分を単位とした

モデル建物法によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「複合

建築物非住宅部分

単位モデル建物法

変更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位モデル建物法変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

非住宅モデル建物法変更手数料額」

という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 47,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 61,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 82,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 147,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 201,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 245,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 293,000円 

複合建築物を単位

とした標準入力法

等による評価方法

による変更の認定

（以下この表にお

いて「複合建築物単

位標準入力法等変

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅標準

入力法等変更手数料額と，住宅部分

についての申請が，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分評価変

更認定の申請の場合にあっては当

宅部分単位仕様基

準変更認定」とい

う。） 

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 24,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 40,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 73,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

114,000円 

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

標準入力法等によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「非住

宅建築物単位標準

入力法等変更認定」

という。）または複

合建築物の非住宅

部分を単位とした

標準入力法等によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「複合

建築物非住宅部分

単位標準入力法等

変更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位標準入力法等変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

非住宅標準入力法等認定変更手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 114,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 144,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 187,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 285,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 364,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 434,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 503,000円 

住宅以外の用途の

みに供する一の建

築物を単位とした

モデル建物法によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「非住

宅建築物単位モデ

ル建物法変更認定」

という。）または複

合建築物の非住宅

部分を単位とした

モデル建物法によ

る評価方法による

変更の認定（以下こ

の表において「複合

建築物非住宅部分

単位モデル建物法

変更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位モデル建物法変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関未審査

非住宅モデル建物法認定変更手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 49,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 63,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 84,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 151,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 206,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 251,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 299,000円 

複合建築物を単位

とした標準入力法

等による評価方法

による変更の認定

（以下この表にお

いて「複合建築物単

位標準入力法等変

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅標準

入力法等認定変更手数料額と，住宅

部分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準共用部分評

価変更認定の申請の場合にあって
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更認定」という。） 該住宅部分の床面積により算定し

た評価機関未審査住宅性能基準共

用部分評価変更手数料額とを，複合

建築物住宅部分単位性能基準共用

部分非評価変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準共用部分非評価変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様基

準変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の住戸の戸数およ

び床面積（当該建築物の共用部分の

床面積を除く。）により算定した評

価機関未審査住宅仕様基準変更手

数料額とを合算した額（以下この表

において「評価機関未審査複合建築

物標準入力法等変更手数料額」とい

う。） 

複合建築物を単位

としたモデル建物

法による評価方法

による変更の認定

（以下この表にお

いて「複合建築物単

位モデル建物法変

更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅モデ

ル建物法変更手数料額と，住宅部分

についての申請が，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分評価変

更認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の床面積により算定し

た評価機関未審査住宅性能基準共

用部分評価変更手数料額とを，複合

建築物住宅部分単位性能基準共用

部分非評価変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準共用部分非評価変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様基

準変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の住戸の戸数およ

び床面積（当該建築物の共用部分の

床面積を除く。）により算定した評

価機関未審査住宅仕様基準変更手

数料額とを合算した額（以下この表

において「評価機関未審査複合建築

物モデル建物法変更手数料額」とい

う。） 

更認定」という。） は当該住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準共用部分評価認定変更手数料額

とを，複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価変更認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関未審査住

宅性能基準共用部分非評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

評価変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関未審査住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

非評価変更認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定し

た評価機関未審査住宅仕様計算併

用基準共用部分非評価認定変更手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様基準変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関未審査住宅仕様基

準認定変更手数料額とを合算した

額（以下この表において「評価機関

未審査複合建築物標準入力法等認

定変更手数料額」という。） 

複合建築物を単位

としたモデル建物

法による評価方法

による変更の認定

（以下この表にお

いて「複合建築物単

位モデル建物法変

更認定」という。） 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査非住宅モデ

ル建物法認定変更手数料額と，住宅

部分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準共用部分評

価変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の床面積により算

定した評価機関未審査住宅性能基

準共用部分評価認定変更手数料額

とを，複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価変更認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関未審査住

宅性能基準共用部分非評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

評価変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関未審査住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

非評価変更認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定し

た評価機関未審査住宅仕様計算併

用基準共用部分非評価認定変更手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様基準変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関未審査住宅仕様基

準認定変更手数料額とを合算した

額（以下この表において「評価機関

未審査複合建築物モデル建物法認

定変更手数料額」という。） 
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(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価変更

認定または複合建

築物住宅部分単位

性能基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物住宅部分

単位性能基準共用部分評価変更認

定の申請の場合にあっては，当該建

築物の住宅部分）の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める額

（以下この表において「評価機関審

査済住宅性能基準共用部分評価変

更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 21,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 44,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 76,000円 

住宅単位性能基準

共用部分非評価変

更認定または複合

建築物住宅部分単

位性能基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

住宅性能基準共用部分非評価変更

手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 7,000

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価変更認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の住宅部

分）の床面積（当該建築物の共用

部分の床面積を除く。）の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 21,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 44,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

76,000円 

（新設） 

（新設） 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価変更

認定または複合建

築物住宅部分単位

性能基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物住宅部分

単位性能基準共用部分評価変更認

定の申請の場合にあっては，当該建

築物の住宅部分）の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める額

（以下この表において「評価機関審

査済住宅性能基準共用部分評価認

定変更手数料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 23,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 46,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 79,000円 

住宅単位性能基準

共用部分非評価変

更認定または複合

建築物住宅部分単

位性能基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

住宅性能基準共用部分非評価認定

変更手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 8,900

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部

分非評価変更認定の申請の場合

にあっては，当該建築物の住宅部

分）の床面積（当該建築物の共用

部分の床面積を除く。）の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

79,000円 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

評価変更認定また

は複合建築物住宅

部分単位仕様計算

併用基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物住宅部分

単位仕様計算併用基準共用部分評

価変更認定の申請の場合にあって

は，当該建築物の住宅部分）の床面

積の合計の区分に応じ，それぞれ次

に定める額（以下この表において

「評価機関審査済住宅仕様計算併

用基準共用部分評価認定変更手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 17,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，2,000平方メートル以

下のとき 28,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 54,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超えるとき 88,000円 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

非評価変更認定ま

たは複合建築物住

宅部分単位仕様計

算併用基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

住宅仕様計算併用基準共用部分非

評価認定変更手数料額」という。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 

 12,000円 
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住宅単位仕様基準

変更認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様基準変更

認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

住宅仕様基準変更手数料額」とい

う。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 7,000

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準変更認

定の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 11,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 21,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 44,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 76,000円 

非住宅建築物単位

標準入力法等変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等変

更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位標準入力法等変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

非住宅標準入力法等変更手数料額」

という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 18,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 27,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 76,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 119,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 149,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 186,000円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき 

次に掲げる当該建築物（複合建

築物住宅部分単位仕様計算併用

基準共用部分非評価変更認定の

申請の場合にあっては，当該建

築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，

それぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 17,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 28,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 54,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 88,000円 

住宅単位仕様基準

変更認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様基準変更

認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物の住戸の戸数の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

住宅仕様基準認定変更手数料額」と

いう。） 

ア 住戸の戸数が１のとき 8,900

円 

イ 住戸の戸数が２以上のとき  

 次に掲げる当該建築物（複合建築

物住宅部分単位仕様基準変更認

定の申請の場合にあっては，当該

建築物の住宅部分）の床面積（当

該建築物の共用部分の床面積を

除く。）の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

(ｱ) 床面積の合計が300平方メ

ートル以下のとき 13,000円 

(ｲ) 床面積の合計が300平方メ

ートルを超え，2,000平方メー

トル以下のとき 23,000円 

(ｳ) 床面積の合計が2,000平方

メートルを超え，5,000平方メ

ートル以下のとき 46,000円 

(ｴ) 床面積の合計が5,000平方

メートルを超えるとき 

 79,000円 

非住宅建築物単位

標準入力法等変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等変

更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位標準入力法等変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

非住宅標準入力法等認定変更手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000円 
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非住宅建築物単位

モデル建物法変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法変

更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位モデル建物法変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

非住宅モデル建物法変更手数料額」

という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 11,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 18,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 27,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 76,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 119,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 149,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 186,000円 

複合建築物単位標

準入力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅標準

入力法等変更手数料額と，住宅部分

についての申請が，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分評価変

更認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の床面積により算定し

た評価機関審査済住宅性能基準共

用部分評価変更手数料額とを，複合

建築物住宅部分単位性能基準共用

部分非評価変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準共用部分非評価変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様基

準変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の住戸の戸数およ

び床面積（当該建築物の共用部分の

床面積を除く。）により算定した評

価機関審査済住宅仕様基準変更手

数料額とを合算した額（以下この表

において「評価機関審査済複合建築

物標準入力法等変更手数料額」とい

う。） 

複合建築物単位モ

デル建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅モデ

ル建物法変更手数料額と，住宅部分

についての申請が，複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分評価変

非住宅建築物単位

モデル建物法変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法変

更認定 

申請

１件

につ

き 

次に掲げる変更の認定の申請に係

る一の建築物（複合建築物非住宅部

分単位モデル建物法変更認定の申

請の場合にあっては，当該建築物の

非住宅部分）の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額（以

下この表において「評価機関審査済

非住宅モデル建物法認定変更手数

料額」という。） 

ア 床面積の合計が300平方メート

ル以下のとき 13,000円 

イ 床面積の合計が300平方メート

ルを超え，1,000平方メートル以

下のとき 19,000円 

ウ 床面積の合計が1,000平方メー

トルを超え，2,000平方メートル

以下のとき 29,000円 

エ 床面積の合計が2,000平方メー

トルを超え，5,000平方メートル

以下のとき 79,000円 

オ 床面積の合計が5,000平方メー

トルを超え，10,000平方メートル

以下のとき 122,000円 

カ 床面積の合計が10,000平方メ

ートルを超え，25,000平方メート

ル以下のとき 153,000円 

キ 床面積の合計が25,000平方メ

ートルを超えるとき 191,000円 

複合建築物単位標

準入力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅標準

入力法等認定変更手数料額と，住宅

部分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準共用部分評

価変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準共用部分評価認定変更手数料額

とを，複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価変更認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関審査済住

宅性能基準共用部分非評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

評価変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関審査済住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

非評価変更認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定し

た評価機関審査済住宅仕様計算併

用基準共用部分非評価認定変更手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様基準変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関審査済住宅仕様基

準認定変更手数料額とを合算した

額（以下この表において「評価機関

審査済複合建築物標準入力法等認

定変更手数料額」という。） 

複合建築物単位モ

デル建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物の非住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済非住宅モデ

ル建物法認定変更手数料額と，住宅

部分についての申請が，複合建築物

住宅部分単位性能基準共用部分評
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更認定の申請の場合にあっては当

該住宅部分の床面積により算定し

た評価機関審査済住宅性能基準共

用部分評価変更手数料額とを，複合

建築物住宅部分単位性能基準共用

部分非評価変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準共用部分非評価変更手数料額と

を，複合建築物住宅部分単位仕様基

準変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の住戸の戸数およ

び床面積（当該建築物の共用部分の

床面積を除く。）により算定した評

価機関審査済住宅仕様基準変更手

数料額とを合算した額（以下この表

において「評価機関審査済複合建築

物モデル建物法変更手数料額」とい

う。） 

６ 法

第36

条第

１項

の規

定に

基づ

く認

定を

受け

た建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画の

変更

の認

定

（同

条第

２項

にお

いて

準用

する

法第

35条

第２

項の

規定

によ

る申

出が

ある

場合

に限

(1) 評価

機関審

査等を

受けて

いない

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価変更

認定または複合建

築物住宅部分単位

性能基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物について函館市建築基準条例第

60条の12第１項および第２項の規

定により確認の申請１件につき納

付すべき手数料として算定される

額に相当する額（当該変更の認定の

申請に係る計画に，同条第１項に規

定する昇降機に係る部分が含まれ

ている場合にあっては，当該昇降機

１基につき同項の規定により算定

される加算額に相当する額を加算

した額）（以下この表において「確

認申請変更手数料相当額」という。）

と評価機関未審査住宅性能基準共

用部分評価変更手数料額とを合算

した額 

住宅単位性能基準

共用部分非評価変

更認定または複合

建築物住宅部分単

位性能基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅性能基準共用部分

非評価変更手数料額とを合算した

額 

（新設） 

（新設） 

住宅単位仕様基準

変更認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様基準変更

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様基準変更手数

料額とを合算した額 

価変更認定の申請の場合にあって

は当該住宅部分の床面積により算

定した評価機関審査済住宅性能基

準共用部分評価認定変更手数料額

とを，複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価変更認定の申

請の場合にあっては当該住宅部分

の住戸の戸数および床面積（当該建

築物の共用部分の床面積を除く。）

により算定した評価機関審査済住

宅性能基準共用部分非評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

評価変更認定の申請の場合にあっ

ては当該住宅部分の床面積により

算定した評価機関審査済住宅仕様

計算併用基準共用部分評価認定変

更手数料額とを，複合建築物住宅部

分単位仕様計算併用基準共用部分

非評価変更認定の申請の場合にあ

っては当該住宅部分の住戸の戸数

および床面積（当該建築物の共用部

分の床面積を除く。）により算定し

た評価機関審査済住宅仕様計算併

用基準共用部分非評価認定変更手

数料額とを，複合建築物住宅部分単

位仕様基準変更認定の申請の場合

にあっては当該住宅部分の住戸の

戸数および床面積（当該建築物の共

用部分の床面積を除く。）により算

定した評価機関審査済住宅仕様基

準認定変更手数料額とを合算した

額（以下この表において「評価機関

審査済複合建築物モデル建物法認

定変更手数料額」という。） 

６ 法

第31

条第

１項

の規

定に

基づ

く認

定を

受け

た建

築物

エネ

ルギ

ー消

費性

能向

上計

画の

変更

の認

定

（同

条第

２項

にお

いて

準用

する

法第

30条

第２

項の

規定

によ

る申

出が

ある

場合

に限

(1) 評価

機関審

査等を

受けて

いない

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価変更

認定または複合建

築物住宅部分単位

性能基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

変更の認定の申請に係る一の建築

物について函館市建築基準条例第

60条の12第１項および第２項の規

定により確認の申請１件につき納

付すべき手数料として算定される

額に相当する額（当該変更の認定の

申請に係る計画に，同条第１項に規

定する昇降機に係る部分が含まれ

ている場合にあっては，当該昇降機

１基につき同項の規定により算定

される加算額に相当する額を加算

した額）（以下この表において「確

認申請変更手数料相当額」という。）

と評価機関未審査住宅性能基準共

用部分評価認定変更手数料額とを

合算した額 

住宅単位性能基準

共用部分非評価変

更認定または複合

建築物住宅部分単

位性能基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅性能基準共用部分

非評価認定変更手数料額とを合算

した額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

評価変更認定また

は複合建築物住宅

部分単位仕様計算

併用基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様計算併用基準

共用部分評価認定変更手数料額と

を合算した額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

非評価変更認定ま

たは複合建築物住

宅部分単位仕様計

算併用基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様計算併用基準

共用部分非評価認定変更手数料額

とを合算した額 

住宅単位仕様基準

変更認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様基準変更

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査住宅仕様基準認定変更

手数料額とを合算した額 
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り，

建築

物の

新築

等に

関す

る工

事の

着手

予定

時期

また

は完

了予

定時

期の

みの

変更

の認

定を

申請

する

場合

を除

く。）

認定 

非住宅建築物単位

標準入力法等変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅標準入力法等変

更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

モデル建物法変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅モデル建物法変

更手数料額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物標準入力法

等変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単位モ

デル建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物モデル建物

法変更手数料額とを合算した額 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価変更

認定または複合建

築物住宅部分単位

性能基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅性能基準共用部分

評価変更手数料額とを合算した額 

住宅単位性能基準

共用部分非評価変

更認定または複合

建築物住宅部分単

位性能基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅性能基準共用部分

非評価変更手数料額とを合算した

額 

（新設） 

（新設） 

住宅単位仕様基準

変更認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様基準変更

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様基準変更手数

料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

標準入力法等変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済非住宅標準入力法等変

更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

モデル建物法変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済非住宅モデル建物法変

更手数料額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物標準入力法

等変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単位モ

デル建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物モデル建物

法変更手数料額とを合算した額 

７ 法第36条第１項の規定に基づく

認定を受けた建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更の認定（建

申請

１件

につ

1,000円 

り，

建築

物の

新築

等に

関す

る工

事の

着手

予定

時期

また

は完

了予

定時

期の

みの

変更

の認

定を

申請

する

場合

を除

く。）

認定 

非住宅建築物単位

標準入力法等変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅標準入力法等認

定変更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

モデル建物法変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査非住宅モデル建物法認

定変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物標準入力法

等認定変更手数料額とを合算した

額 

複合建築物単位モ

デル建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関未審査複合建築物モデル建物

法認定変更手数料額とを合算した

額 

(2) 評価

機関審

査等を

受けた

もの 

住宅単位性能基準

共用部分評価変更

認定または複合建

築物住宅部分単位

性能基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅性能基準共用部分

評価認定変更手数料額とを合算し

た額 

住宅単位性能基準

共用部分非評価変

更認定または複合

建築物住宅部分単

位性能基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅性能基準共用部分

非評価認定変更手数料額とを合算

した額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

評価変更認定また

は複合建築物住宅

部分単位仕様計算

併用基準共用部分

評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様計算併用基準

共用部分評価認定変更手数料額と

を合算した額 

住宅単位仕様計算

併用基準共用部分

非評価変更認定ま

たは複合建築物住

宅部分単位仕様計

算併用基準共用部

分非評価変更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様計算併用基準

共用部分非評価認定変更手数料額

とを合算した額 

住宅単位仕様基準

変更認定または複

合建築物住宅部分

単位仕様基準変更

認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済住宅仕様基準認定変更

手数料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

標準入力法等変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位標準入力法等変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済非住宅標準入力法等認

定変更手数料額とを合算した額 

非住宅建築物単位

モデル建物法変更

認定または複合建

築物非住宅部分単

位モデル建物法変

更認定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済非住宅モデル建物法認

定変更手数料額とを合算した額 

複合建築物単位標

準入力法等変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物標準入力法

等認定変更手数料額とを合算した

額 

複合建築物単位モ

デル建物法変更認

定 

申請

１件

につ

き 

確認申請変更手数料相当額と評価

機関審査済複合建築物モデル建物

法認定変更手数料額とを合算した

額 

７ 法第31条第１項の規定に基づく

認定を受けた建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更の認定（建

申請

１件

につ

1,300円 
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築物の新築等に関する工事の着手

予定時期または完了予定時期のみ

の変更の認定を申請する場合に限

る。） 

き 築物の新築等に関する工事の着手

予定時期または完了予定時期のみ

の変更の認定を申請する場合に限

る。） 

き 

備 考 備 考 

１ 同一の建築物に係る法第12条第１項または第13条第２項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る消費性能確保計画の提出があ

った場合において，当該消費性能確保計画がこの表の１(1)の項または１

(2)の項による判定と，この表の１(3)の項または１(4)の項による判定とを

併せてするものであるときの当該提出に係る手数料の額は，この表の１(1)

の項または１(2)の項による判定に係る手数料の額に相当する額とする。 

１ 同一の建築物に係る法第11条第１項または第12条第２項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る消費性能確保計画の提出があ

った場合において，当該消費性能確保計画がこの表の１(4)の項または１

(5)の項による判定と，この表の１(6)の項または１(7)の項による判定とを

併せてするものであるときの当該提出に係る手数料の額は，この表の１(4)

の項または１(5)の項による判定に係る手数料の額に相当する額とする。 

２ 同一の建築物に係る法第12条第２項後段もしくは第13条第３項後段の規

定に基づく建築物エネルギー消費性能適合性判定または建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律施行規則第11条の規定に基づく軽微な変

更に関する証明書の交付に係る消費性能確保計画の変更があった場合にお

いて，当該消費性能確保計画の変更がこの表の２(1)の項または２(2)の項

による判定または証明書の交付と，この表の２(3)の項または２(4)の項に

よる判定または証明書の交付とを併せてするものであるときの当該変更に

係る消費性能確保計画の提出または証明書の交付の申請に係る手数料の額

は，この表の２(1)の項または２(2)の項による判定または証明書の交付に

係る手数料の額に相当する額とする。 

２ 同一の建築物に係る法第11条第２項前段もしくは第12条第３項前段の規

定に基づく建築物エネルギー消費性能適合性判定または建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律施行規則第13条の規定に基づく軽微な変

更に関する証明書の交付に係る消費性能確保計画の変更があった場合にお

いて，当該消費性能確保計画の変更がこの表の２(4)の項または２(5)の項

による判定または証明書の交付と，この表の２(6)の項または２(7)の項に

よる判定または証明書の交付とを併せてするものであるときの当該変更に

係る消費性能確保計画の提出または証明書の交付の申請に係る手数料の額

は，この表の２(4)の項または２(5)の項による判定または証明書の交付に

係る手数料の額に相当する額とする。 

３ 同一の建築物（法第34条第３項各号に掲げる事項が記載されている建築

物エネルギー消費性能向上計画に係るものを除く。次項において同じ。）

に係る認定の申請があった場合において，当該申請がこの表の３(1)の項，

３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれぞれの項における複合建築物

単位標準入力法等認定（住宅部分に係る評価方法が性能基準または仕様基

準による評価方法であるものに限る。）と複合建築物住宅部分単位性能基

準共用部分評価認定もしくは複合建築物住宅部分単位性能基準共用部分非

評価認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準認定または複合建築物

非住宅部分単位標準入力法等認定とを併せてするものであるときの当該申

請に係る手数料の額は，当該それぞれの項における複合建築物単位標準入

力法等認定の申請に係る手数料の額に相当する額とし，当該申請がこの表

の３(1)の項，３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれぞれの項にお

ける複合建築物単位モデル建物法認定（住宅部分に係る評価方法が性能基

準または仕様基準による評価方法であるものに限る。）と複合建築物住宅

部分単位性能基準共用部分評価認定もしくは複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準認定ま

たは複合建築物非住宅部分単位モデル建物法認定とを併せてするものであ

るときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項における複合建

築物単位モデル建物法認定の申請に係る手数料の額に相当する額とする。 

３ 同一の建築物（法第29条第３項各号に掲げる事項が記載されている建築

物エネルギー消費性能向上計画に係るものを除く。次項において同じ。）

に係る認定の申請があった場合において，当該申請がこの表の３(1)の項，

３(2)の項，４(1)の項または４(2)の項のそれぞれの項における複合建築物

単位標準入力法等認定と複合建築物住宅部分単位性能基準共用部分評価認

定もしくは複合建築物住宅部分単位性能基準共用部分非評価認定，複合建

築物住宅部分単位仕様計算併用基準共用部分評価認定もしくは複合建築物

住宅部分単位仕様計算併用基準共用部分非評価認定もしくは複合建築物住

宅部分単位仕様基準認定または複合建築物非住宅部分単位標準入力法等認

定とを併せてするものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該そ

れぞれの項における複合建築物単位標準入力法等認定の申請に係る手数料

の額に相当する額とし，当該申請がこの表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)

の項または４(2)の項のそれぞれの項における複合建築物単位モデル建物

法認定と複合建築物住宅部分単位性能基準共用部分評価認定もしくは複合

建築物住宅部分単位性能基準共用部分非評価認定，複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分評価認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕

様計算併用基準共用部分非評価認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様

基準認定または複合建築物非住宅部分単位モデル建物法認定とを併せてす

るものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項にお

ける複合建築物単位モデル建物法認定の申請に係る手数料の額に相当する

額とする。 

４ 同一の建築物に係る変更の認定の申請があった場合において，当該申請

がこの表の５(1)の項，５(2)の項，６(1)の項または６(2)の項のそれぞれ

の項における複合建築物単位標準入力法等変更認定と複合建築物住宅部分

単位性能基準共用部分評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準変

更認定または複合建築物非住宅部分単位標準入力法等変更認定とを併せて

するものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項に

おける複合建築物単位標準入力法等変更認定の申請に係る手数料の額に相

当する額とし，当該申請がこの表の５(1)の項，５(2)の項，６(1)の項また

は６(2)の項のそれぞれの項における複合建築物単位モデル建物法変更認

定と複合建築物住宅部分単位性能基準共用部分評価変更認定もしくは複合

建築物住宅部分単位性能基準共用部分非評価変更認定もしくは複合建築物

住宅部分単位仕様基準変更認定または複合建築物非住宅部分単位モデル建

物法変更認定とを併せてするものであるときの当該申請に係る手数料の額

は，当該それぞれの項における複合建築物単位モデル建物法変更認定の申

請に係る手数料の額に相当する額とする。 

４ 同一の建築物に係る変更の認定の申請があった場合において，当該申請

がこの表の５(1)の項，５(2)の項，６(1)の項または６(2)の項のそれぞれ

の項における複合建築物単位標準入力法等変更認定と複合建築物住宅部分

単位性能基準共用部分評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位性能

基準共用部分非評価変更認定，複合建築物住宅部分単位仕様計算併用基準

共用部分評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様計算併用基準

共用部分非評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分単位仕様基準変更認

定または複合建築物非住宅部分単位標準入力法等変更認定とを併せてする

ものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該それぞれの項におけ

る複合建築物単位標準入力法等変更認定の申請に係る手数料の額に相当す

る額とし，当該申請がこの表の５(1)の項，５(2)の項，６(1)の項または６

(2)の項のそれぞれの項における複合建築物単位モデル建物法変更認定と

複合建築物住宅部分単位性能基準共用部分評価変更認定もしくは複合建築

物住宅部分単位性能基準共用部分非評価変更認定，複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分単

位仕様計算併用基準共用部分非評価変更認定もしくは複合建築物住宅部分

単位仕様基準変更認定または複合建築物非住宅部分単位モデル建物法変更

認定とを併せてするものであるときの当該申請に係る手数料の額は，当該

それぞれの項における複合建築物単位モデル建物法変更認定の申請に係る

手数料の額に相当する額とする。 

５ 法第12条第１項または第13条第２項の規定に基づく消費性能確保計画に

係る建築物エネルギー消費性能適合性判定の申請が，基準省令第１条第１

項第１号ただし書に該当するものであるときは，同号イに定める基準によ

る評価方法によるものとみなしてこの表の規定を適用する。 

５ 法第11条第１項または第12条第２項の規定に基づく消費性能確保計画に

係る建築物エネルギー消費性能適合性判定の申請が，基準省令第１条第１

項第１号ただし書に該当するものであるときは，この表の１(4)の項に規定

する標準入力法等による評価方法によるものとみなしてこの表の規定を適

用する。 

６ 法第12条第２項後段または第13条第３項後段の規定に基づく消費性能確

保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定の申請が，基準

省令第１条第１項第１号ただし書に該当するものであるときは，同号イに

定める基準による評価方法によるものとみなしてこの表の規定を適用す

６ 法第11条第２項前段または第12条第３項前段の規定に基づく消費性能確

保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定の申請が，基準

省令第１条第１項第１号ただし書に該当するものであるときは，この表の

１(4)の項に規定する標準入力法等による評価方法によるものとみなして
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る。 この表の規定を適用する。 

７ 法第34条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認

定または法第41条第１項の規定に基づく建築物のエネルギー消費性能に係

る認定の申請が，基準省令第１条第１項第１号ただし書または第10条第１

号ただし書に該当するものであるときは，標準入力法等による評価方法に

よるものとみなしてこの表の規定を適用する。 

７ 法第29条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認

定の申請が，基準省令第10条第１号ただし書に該当するものであるときは，

この表の３(1)の項に規定する標準入力法等による評価方法によるものと

みなしてこの表の規定を適用する。 

８ 法第36条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変

更の認定の申請が，基準省令第10条第１号ただし書に該当するものである

ときは，同号イ(1)および同号ロ(1)に定める基準による評価方法によるも

のとみなしてこの表の規定を適用する。 

８ 法第31条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変

更の認定の申請が，基準省令第10条第１号ただし書に該当するものである

ときは，この表の３(1)の項に規定する標準入力法等による評価方法による

ものとみなしてこの表の規定を適用する。 

９ 法第34条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（同

条第３項各号に掲げる事項が記載されているものに限る。以下同じ。）の

認定の申請に係る手数料の額は，この表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)

の項もしくは４(2)の項または第３項もしくは第７項の規定の例により，同

条第３項に規定する申請建築物および同項に規定する他の建築物（次項に

おいて「他の建築物」という。）のそれぞれについて算定される額を合算

した額とする。 

９ 法第29条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画（同

条第３項各号に掲げる事項が記載されているものに限る。以下同じ。）の

認定の申請に係る手数料の額は，この表の３(1)の項，３(2)の項，４(1)の

項もしくは４(2)の項または第３項もしくは第７項の規定の例により，同条

第３項に規定する申請建築物および同項に規定する他の建築物（次項にお

いて「他の建築物」という。）のそれぞれについて算定される額を合算し

た額とする。 

10 法第36条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変

更の認定の申請（建築物の新築等に関する工事の着手予定時期または完了

予定時期のみの変更の認定の申請を除く。）であって，法第35条第１項の

認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に新たな建築物を他の建

築物として記載するものに係る手数料の額は，この表の３(1)の項，３(2)

の項，４(1)の項もしくは４(2)の項または第３項もしくは第７項の規定の

例により，当該他の建築物について算定される額とする。 

10 法第31条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変

更の認定の申請（建築物の新築等に関する工事の着手予定時期または完了

予定時期のみの変更の認定の申請を除く。）であって，法第30条第１項の

認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に新たな建築物を他の建

築物として記載するものに係る手数料の額は，この表の３(1)の項，３(2)

の項，４(1)の項もしくは４(2)の項または第３項もしくは第７項の規定の

例により，当該他の建築物について算定される額とする。 

11 法第36条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変

更の認定の申請（前項の規定による変更の認定の申請を除く。）に係る手

数料の額は，この表の５(1)の項，５(2)の項，６(1)の項，６(2)の項もし

くは７の項または第４項もしくは第８項の規定の例により，当該申請に係

る一の建築物ごとに算定される額を合算した額とする。 

11 法第31条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変

更の認定の申請（前項の規定による変更の認定の申請を除く。）に係る手

数料の額は，この表の５(1)の項，５(2)の項，６(1)の項，６(2)の項もし

くは７の項または第４項もしくは第８項の規定の例により，当該申請に係

る一の建築物ごとに算定される額を合算した額とする。 
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５ 函館市建築基準条例の一部を改正する条例の骨子

(1) 改正理由 

住宅の防寒構造に関する基準を廃止し，建築物の建築等に関する確認

 申請等手数料等を改定し，建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

 基準への適合を建築確認の手続において行うこと等に関する事務につい

 て手数料を徴収することとし，および建築基準法の一部改正に伴い規定

 を整備するため 

(2) 改正内容（別紙「新旧対照表」参照） 

建築確認および完了検査の対象となる建築物の規模の見直し等を踏ま 

え，建築物確認申請手数料等の額を改定し，住宅に係る建築物エネルギ 

ー消費性能基準への適合の確認に関する手数料を定め，ならびに規定を 

整備する。 

(3) 施行期日 

  令和７年４月１日から施行する。 
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函館市建築基準条例 新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（適用の除外） （適用の除外） 

第２条 法第６条第１項第４号に規定する建築物

の確認を受けなければならない区域以外には，

第３条から第５条まで，第27条，第33条および

第40条の規定は，適用しない。 

第２条 法第６条第１項第３号に規定する建築物

の確認を受けなければならない区域以外には，

第３条から第５条まで，第27条，第33条および

第40条の規定は，適用しない。 

（住宅の防寒構造） 

第10条 住宅は，規則で定めるところにより防寒

構造とするように努めなければならない。 

第10条 削除 

（確認申請等手数料） （確認申請等手数料） 

第60条の12 法第６条第１項（法第87条第１項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による確

認の申請または法第18条第２項（法第87条第１

項において準用する場合を含む。）の規定によ

る通知をしようとする者は，申請または通知の

際に，申請または通知１件につき，次の各号に

掲げる床面積の合計の区分に応じ，当該各号に

定める額（当該申請または通知に係る計画に法

第87条の４の昇降機に係る部分が含まれる場合

においては，当該昇降機１基につき，第３項各

号に規定する手数料の額を加算した額）の手数

料を納めなければならない。 

第60条の12 法第６条第１項（法第87条第１項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による確

認の申請または法第18条第２項（法第87条第１

項において準用する場合を含む。）の規定によ

る通知をしようとする者は，申請または通知の

際に，申請または通知１件につき，次の各号に

掲げる床面積の合計の区分に応じ，当該各号に

定める額（当該申請または通知に係る計画に法

第87条の４の昇降機に係る部分が含まれる場合

においては，当該昇降機１基につき，第５項各

号に規定する手数料の額を加算した額）の手数

料を納めなければならない。 

(1) 30平方メートル以内のもの 7,000円 (1) 30平方メートル以内のもの 11,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 12,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 25,000円（令第10条第３号または

第４号に掲げる建築物（以下「特例建築物」

という。）にあつては，21,000円） 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 19,000円 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 39,000円（特例建築物にあつて

は，33,000円） 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 27,000円 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 52,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 42,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 84,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 58,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 119,000円 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 160,000円 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 346,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 280,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 583,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 510,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 1,068,000円 
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２ （略） ２ （略） 

（新設） ３ 法第６条の２第１項（法第87条第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定による確認ま

たは法第18条第４項（法第87条第１項において

準用する場合を含む。）の規定による審査を受

けた建築物の計画（次項において「確認等を受

けた建築物の計画」という。）を変更してする

建築物の建築，大規模の修繕もしくは大規模の

模様替えまたはその用途の変更について，法第

６条第１項（法第87条第１項において準用する

場合を含む。）の規定による確認の申請または

法第18条第２項（法第87条第１項において準用

する場合を含む。）の規定による通知をしよう

とする者は，第１項に規定する手数料を納める

ほか，申請または通知の際に，申請または通知

１件につき，次の各号に掲げる床面積の合計の

区分に応じ，当該各号に定める額の手数料を納

めなければならない。 

(1) 30平方メートル以内のもの 11,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 25,000円（特例建築物にあつては，

21,000円） 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 39,000円（特例建築物にあつて

は，33,000円） 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 52,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 84,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 119,000円 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 346,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 583,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 1,068,000円 

（新設） ４ 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場

合の区分に応じ，当該各号に定める面積につい

て算定する。 

(1) 建築物の建築をする場合（移転する場合を

除く。） 次に掲げる場合の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める面積 

ア イに掲げる場合以外の場合 確認等を受

けた建築物の計画（当該変更しようとする

建築物の計画に限る。）に係る建築物の床

面積 

イ 当該変更前に建築物の計画を変更したこ

とがある場合 確認等を受けた建築物の計

画（当該変更しようとする建築物の計画に
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限る。）に係る建築物の床面積の２分の１ 

(2) 建築物の移転をし，その大規模の修繕もし

くは大規模の模様替えをし，またはその用途

の変更をする場合 確認等を受けた建築物の

計画（当該変更しようとする建築物の計画に

限る。）に係る建築物の床面積の２分の１ 

３ 法第87条の４において準用する法第６条第１

項の規定による確認の申請または法第87条の４

において準用する法第18条第２項の規定による

通知をしようとする者は，申請または通知の際

に，建築設備１基につき，次の各号に掲げる場

合の区分に応じ，当該各号に定める額の手数料

を納めなければならない。 

５ （略） 

(1) 建築設備を設置する場合（次号に掲げる場

合を除く。） 11,000円 

(1) 建築設備を設置する場合（次号に掲げる場

合を除く。） 12,000円 

(2) 確認を受けた建築設備の計画を変更して建

築設備を設置する場合 7,000円 

(2) 確認を受けた建築設備の計画を変更して建

築設備を設置する場合 8,800円 

（新設） ６ 法第87条の４において準用する法第６条の２

第１項の規定による確認または法第87条の４に

おいて準用する法第18条第４項の規定による審

査を受けた建築設備の計画を変更してする建築

設備の設置について，法第87条の４において準

用する法第６条第１項の規定による確認の申請

または法第87条の４において準用する法第18条

第２項の規定による通知をしようとする者は，

前項に規定する手数料を納めるほか，申請また

は通知の際に，建築設備１基につき，手数料と

して8,800円を納めなければならない。 

４ 法第88条第１項および第２項において準用す

る法第６条第１項の規定による確認の申請また

は法第88条第１項および第２項において準用す

る法第18条第２項の規定による通知をしようと

する者は，申請または通知の際に，一の工作物

につき，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，

当該各号に定める額の手数料を納めなければな

らない。 

７ （略） 

(1) 工作物を築造する場合（次号に掲げる場合

を除く。） 10,000円 

(1) 工作物を築造する場合（次号に掲げる場合

を除く。） 12,000円 

(2) 確認を受けた工作物の計画を変更して工作

物を築造する場合 6,000円 

(2) 確認を受けた工作物の計画を変更して工作

物を築造する場合 7,900円 

（新設） ８ 法第88条第１項および第２項において準用

する法第６条の２第１項の規定による確認ま

たは法第88条第１項および第２項において準

用する法第18条第４項の規定による審査を受

けた工作物の計画を変更してする工作物の築

造について，法第88条第１項および第２項にお

いて準用する法第６条第１項の規定による確

認の申請または法第88条第１項および第２項
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において準用する法第18条第２項の規定によ

る通知をしようとする者は，前項に規定する手

数料を納めるほか，申請または通知の際に，一

の工作物につき，手数料として7,900円を納め

なければならない。

 （仕様基準に適合することの確認を受ける場合

の確認申請等手数料） 

（新設） 第60条の13 法第６条第１項の規定による確認の

申請または法第18条第２項の規定による通知を

しようとする者は，申請または通知に係る建築

物の計画に係る建築物（法第６条の４第１項第

３号に掲げる建築物を除く。以下この条におい

て同じ。）の建築（移転を除く。第２号において

同じ。）が仕様基準（建築物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法律施行規則（平成28年国

土交通省令第５号）第２条第１項第１号イまた

はロに掲げる基準をいう。）に適合することの確

認を受ける場合は，前条第１項に規定する手数

料を納めるほか，申請または通知の際に，申請

または通知１件につき，次の各号に掲げる建築

物の住戸の戸数の区分に応じ，当該各号に定め

る額の手数料を納めなければならない。 

 (1) 住戸の戸数が１のとき 20,000円 

 (2) 住戸の戸数が２以上のとき 次に掲げる建

築物の建築に係る部分の床面積の合計の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が300平方メートル以下の

とき 35,000円 

イ 床面積の合計が300平方メートルを超え，

2,000平方メートル以下のとき 57,000円 

ウ 床面積の合計が2,000平方メートルを超

え，5,000平方メートル以下のとき 

 100,000円 

エ 床面積の合計が5,000平方メートルを超

えるとき 149,000円 

（完了検査申請等手数料） （完了検査申請等手数料） 

第60条の13 法第７条第１項の規定による検査の

申請または法第18条第20項の規定による通知を

しようとする者は，申請または通知の際に，申

請または通知１件につき，次の各号に掲げる床

面積の合計の区分に応じ，当該各号に定める額

（当該申請または通知に係る計画に法第87条の

４の昇降機に係る部分が含まれる場合において

は，当該昇降機１基につき，第４項第１号に規

定する手数料の額を加算した額）の手数料を納

めなければならない。 

第60条の14 法第７条第１項の規定による検査の

申請または法第18条第20項の規定による通知を

しようとする者は，申請または通知の際に，申

請または通知１件につき，次の各号に掲げる床

面積の合計の区分に応じ，当該各号に定める額

（当該申請または通知に係る計画に法第87条の

４の昇降機に係る部分が含まれる場合において

は，当該昇降機１基につき，第６項第１号に規

定する手数料の額を加算した額）の手数料を納

めなければならない。 
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(1) 30平方メートル以内のもの 11,000円 (1) 30平方メートル以内のもの 14,000円（特

例建築物にあつては，13,000円） 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 14,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 17,000円（特例建築物にあつては，

15,000円） 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 18,000円 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 21,000円（特例建築物にあつて

は，18,000円） 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 24,000円 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 27,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 39,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 41,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 54,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 56,000円 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 130,000円 

(7) （略） 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 200,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 202,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 400,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 391,000円 

２ 前項の申請または通知をしようとする者が法

第７条の３第５項，第７条の４第３項または第

18条第30項もしくは第34項の中間検査合格証

の交付を受けている場合に納めなければなら

ない手数料の額は，前項の規定にかかわらず，

申請または通知１件につき，次の各号に掲げる

床面積の合計の区分に応じ，当該各号に定める

額（当該申請または通知に係る計画に法第87条

の４の昇降機に係る部分が含まれる場合にお

いては，当該昇降機１基につき，第４項第１号

に規定する手数料の額を加算した額）とする。 

２ 前項の申請または通知をしようとする者が法

第７条の３第５項，第７条の４第３項または第

18条第30項もしくは第34項の中間検査合格証

の交付を受けている場合に納めなければなら

ない手数料の額は，前項の規定にかかわらず，

申請または通知１件につき，次の各号に掲げる

床面積の合計の区分に応じ，当該各号に定める

額（当該申請または通知に係る計画に法第87条

の４の昇降機に係る部分が含まれる場合にお

いては，当該昇降機１基につき，第６項第１号

に規定する手数料の額を加算した額）とする。 

(1) 30平方メートル以内のもの 10,000円 (1) 30平方メートル以内のもの 13,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 13,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 16,000円 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 17,000円 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 20,000円 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 23,000円 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 26,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 36,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 38,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 51,000円 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 53,000円 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 120,000円 

(7) （略） 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 190,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 192,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの (9) 50,000平方メートルを超えるもの 
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 390,000円  381,000円 

３ （略） ３ （略） 

（新設） ４ 法第６条の２第１項（法第87条第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定による確認ま

たは法第18条第４項（法第87条第１項において

準用する場合を含む。）の規定による審査を受

けた建築物の計画（次項において「確認等を受

けた建築物の計画」という。）に係る建築物の

建築，大規模の修繕または大規模の模様替えの

工事の完了について，法第７条第１項の規定に

よる検査の申請または法第18条第20項の規定

による通知をしようとする者（当該建築物につ

いて，第60条の12第３項の規定により同項に規

定する手数料を納めた者または同条第６項も

しくは第８項の規定により同条第６項もしく

は第８項に規定する手数料を納めた者を除

く。）は，第１項または第２項に規定する手数

料を納めるほか，申請または通知の際に，申請

または通知１件につき，次の各号に掲げる床面

積の合計の区分に応じ，当該各号に定める額の

手数料を納めなければならない。 

 (1) 30平方メートル以内のもの 11,000円 

 (2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 25,000円（特例建築物にあつては，

21,000円） 

 (3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 39,000円（特例建築物にあつて

は，33,000円） 

 (4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 52,000円 

 (5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 84,000円 

 (6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 119,000円 

 (7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 346,000円 

 (8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 583,000円 

 (9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 1,068,000円 

（新設） ５ 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場

合の区分に応じ，当該各号に定める面積につい

て算定する。 

(1) 建築物の建築をした場合（移転した場合を

除く。） 確認等を受けた建築物の計画（当該

申請または通知に係る工事の完了に係る建築

物の計画に限る。）に係る建築物の床面積 

(2) 建築物の移転をし，または大規模の修繕も
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しくは大規模の模様替えをした場合 確認

等を受けた建築物の計画（当該申請または通

知に係る工事の完了に係る建築物の計画に

限る。）に係る建築物の床面積の２分の１ 

４ 次の各号に掲げる検査の申請または通知をし

ようとする者は，申請または通知の際に，建築

設備１基または一の工作物につき，当該各号に

定める額の手数料を納めなければならない。 

６ （略） 

(1) 法第87条の４において準用する法第７条第

１項の規定による建築設備の検査の申請また

は法第87条の４において準用する法第18条第

20項の規定による建築設備の検査の通知  

 14,000円 

(1) 法第87条の４において準用する法第７条第

１項の規定による建築設備の検査の申請また

は法第87条の４において準用する法第18条第

20項の規定による建築設備の検査の通知  

 15,000円 

(2) 法第88条第１項および第２項において準用

する法第７条第１項の規定による工作物の検

査の申請または法第88条第１項および第２項

において準用する法第18条第20項の規定によ

る工作物の検査の通知 11,000円 

(2) 法第88条第１項および第２項において準用

する法第７条第１項の規定による工作物の検

査の申請または法第88条第１項および第２項

において準用する法第18条第20項の規定によ

る工作物の検査の通知 12,000円 

（新設） ７ 法第６条の２第１項（法第87条の４または法

第88条第１項もしくは第２項において準用する

場合に限る。）の規定による確認または法第18

条第４項（法第87条の４または法第88条第１項

もしくは第２項において準用する場合に限る。）

の規定による審査を受けた建築設備の計画に係

る建築設備の設置の工事の完了または工作物の

計画に係る工作物の築造の工事の完了につい

て，法第７条第１項（法第87条の４または法第 

 88条第１項もしくは第２項において準用する

場合に限る。）の規定による検査の申請または法

第18条第20項（法第87条の４または法第88条第

１項もしくは第２項において準用する場合に限

る。）の規定による通知をしようとする者は，前

項に規定する手数料を納めるほか，申請または

通知の際に，建築設備１基または一の工作物に

つき，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当

該各号に定める額の手数料を納めなければなら

ない。 

(1) 建築設備を設置した場合 8,800 円 

(2) 工作物を築造した場合 7,900円 

  （建築物エネルギー消費性能基準に適合させな

ければならない建築物に関する完了検査申請

等手数料） 

（新設） 第60条の15 法第７条第１項の規定による検査

の申請または法第18条第20項の規定による通

知をしようとする者は，申請または通知に係る

建築物の計画に係る建築物（法第６条の４第１

項第３号に掲げる建築物を除く。以下この条に

おいて同じ。）が建築物エネルギー消費性能基
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準（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成27年法律第53号）第２条第１項

第３号に規定する建築物エネルギー消費性能

基準をいう。）に適合させなければならないも

のである場合は，前条第１項または第２項に規

定する手数料を納めるほか，申請または通知の

際に，申請または通知１件につき，次の各号に

掲げる建築物の区分に応じ，当該各号に定める

額の手数料を納めなければならない。 

(1) 工場，倉庫その他の用途であつて，一次エ

ネルギー消費量（建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（平成28年経済産業省

令・国土交通省令第１号）第１条第１項第１

号イに規定する一次エネルギー消費量をい

う。）の算定の対象とならないものとして市

長が認めるもの（次号において「工場等」と

いう。）の用途の建築物 次に掲げる建築物

の建築（移転を除く。同号において同じ。）

に係る部分の床面積の合計の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が100平方メートル以下の

とき 5,300円 

イ 床面積の合計が100平方メートルを超え，

200平方メートル以下のとき 6,100円 

ウ 床面積の合計が200平方メートルを超え，

300平方メートル以下のとき 6,700円 

エ 床面積の合計が300平方メートルを超え，

1,000平方メートル以下のとき 8,000円 

オ 床面積の合計が1,000平方メートルを超

え，2,000平方メートル以下のとき 

 10,000円 

カ 床面積の合計が2,000平方メートルを超

え，5,000平方メートル以下のとき 

 23,000円 

キ 床面積の合計が5,000平方メートルを超

え，10,000平方メートル以下のとき 

 34,000円 

ク 床面積の合計が10,000平方メートルを超

え，25,000平方メートル以下のとき 

 41,000円 

ケ 床面積の合計が25,000平方メートルを超

えるとき 51,000円 

(2) 工場等以外の用途の建築物 次に掲げる

建築物の建築に係る部分の床面積の合計の

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が100平方メートル以下の

とき 8,100円 

イ 床面積の合計が100平方メートルを超え，

200平方メートル以下のとき 11,000円 

ウ 床面積の合計が200平方メートルを超え，
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300平方メートル以下のとき 15,000円 

エ 床面積の合計が300平方メートルを超え，

1,000平方メートル以下のとき 17,000円 

オ 床面積の合計が1,000平方メートルを超

え，2,000平方メートル以下のとき 

 20,000円 

カ 床面積の合計が2,000平方メートルを超

え，5,000平方メートル以下のとき 

 36,000円 

キ 床面積の合計が5,000平方メートルを超

え，10,000平方メートル以下のとき 

 49,000円 

ク 床面積の合計が10,000平方メートルを超

え，25,000平方メートル以下のとき 

 58,000円 

ケ 床面積の合計が25,000平方メートルを超

えるとき 69,000円 

（中間検査申請等手数料） （中間検査申請等手数料） 

第60条の14 法第７条の３第１項の規定による検

査の申請または法第18条第28項の規定による通

知をしようとする者は，申請または通知の際に，

申請または通知１件につき，次の各号に掲げる

法第７条の３第１項に規定する特定工程に係る

部分の床面積の合計の区分に応じ，当該各号に

定める額の手数料を納めなければならない。 

第60条の16 （略） 

(1) 30平方メートル以内のもの 10,000円 (1) 30平方メートル以内のもの 12,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 13,000円 

(2) 30平方メートルを超え，100平方メートル以

内のもの 14,000円 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 16,000円 

(3) 100平方メートルを超え，200平方メートル

以内のもの 17,000円 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 22,000円 

(4) 200平方メートルを超え，500平方メートル

以内のもの 23,000円 

(5) 500平方メートルを超え，1,000平方メート

ル以内のもの 34,000円 

(5) （略） 

(6) 1,000平方メートルを超え，2,000平方メー

トル以内のもの 47,000円 

(6) （略） 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 110,000円 

(7) 2,000平方メートルを超え，10,000平方メー

トル以内のもの 109,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 170,000円 

(8) 10,000平方メートルを超え，50,000平方メ

ートル以内のもの 172,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 340,000円 

(9) 50,000平方メートルを超えるもの 

 331,000円 

第60条の15～第60条の17 （略） 第60条の17～第60条の19 （略） 
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６  令和７（２０２５）年度一般財団法人函館市住宅都市施設公社事業

計画の報告について 

(1) 事業概要 

令和７（２０２５）年度は，事業計画に基づく実施事業として「住生活環境向

上事業」を，収益事業等として「公営住宅等の管理に関する事業」，「公共及び

民間建築物に関する事業」および「公園及び街路樹等の維持管理に関する事業」

を実施する。 

住生活環境向上事業は，住宅や緑化に関する調査および啓発・相談事業を実施

する。 

公営住宅等の管理に関する事業は，市営住宅等管理業務および道営住宅等管理

業務の指定管理事業ならびにシルバーハウジング生活援助員派遣業務，北海道公

営住宅家賃等徴収事務業務および北海道住宅供給公社資産管理補完等業務の受託

事業を実施する。 

公共及び民間建築物に関する事業は，公共建築物等維持補修業務および介護保

険住宅改修費支給に係る業務の受託事業ならびに建築確認検査事業の収益事業を

実施する。 

公園及び街路樹等の維持管理に関する事業は，都市公園管理業務および道立公

園管理業務の指定管理事業，その他公園管理業務，はこだてＭＯＭＩ－Ｇフェス

タ開催業務，サクラ環境対策業務，緑地等管理業務，街路樹および植樹桝等維持

管理業務ならびに市有共同墓地管理業務の受託事業ならびに売店事業および自動

販売機設置事業等の自主事業を実施する。 

(2) 予算の状況 

（単位：千円）

科  目 予 算 額 前年度予算額 増  減

一般正味財産増減の部

当期経常増減額 28,770 13,830 14,940 

当期一般正味財産増減額 11,361 936 10,425 

 一般正味財産期首残高 407,106 372,582 34,524 

 一般正味財産期末残高  (A) 418,467 373,518 44,949 

指定正味財産増減の部 

当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 3,000 3,000 0 

  指定正味財産期末残高  (B) 3,000 3,000 0 

正味財産期末残高 (C)=(A)+(B) 421,467 376,518 44,949 
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